
 

                                   

 

 

平成 1６年度 

 

宮城県における男女共同参画の現状及び

施策に関する年次報告       

     ＜宮城県男女共同参画基本計画推進状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮 城 県 
 



 

はじめに 

 

 

■本書の趣旨 

本年次報告は，宮城県男女共同参画推進条例（平成 13 年 8 月施行）第１６条に基

づき，また，男女共同参画基本計画の進行管理を行うため，本県の男女共同参画の推進

状況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施状況をとりまとめ公表するものであ

り，今回がその２回目となります。 

 

 

■ 構 成 

 

第 1 部  平成１５年度の宮城県の男女共同参画の現状と施策，今後の展望 

 平成１５年度の男女共同参画の現状と施策について総括し，今後の課題を展望しま

した。併せて，基本計画に盛り込まれている平成 22 年度末を目標期限とした指標に

ついてその現状を盛り込みました。 

 

第２部  宮城県における男女共同参画の現状 

男女共同参画の推進状況を明らかにするために，基本計画にある「社会全体」，「家

庭」，「学校」，「職場」，「農林水産業・商工自営業」，「地域」の６つの分野に沿って，

各種データの現状または経年変化の状況を明らかにしました。 

 

 

第３部  宮城県における男女共同参画の施策 

男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を明らかにするために，基本計画の６

つの分野の施策の項目に沿って，平成１５年度の事業概要・実績等を明らかにしてい

ます。 

 

 

第４部 市町村における男女共同参画の状況 

市町村における男女共同参画の状況をとりまとめました。 
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第 1 部 平成１５年度の宮城県の男女共同参画の現状と施策，今後の展望 

 

 平成１３年８月の宮城県男女共同参画推進条例の施行から３年が経過し，また平成

１５年３月の宮城県男女共同参画基本計画の策定から約１年半が経過しました。 

 この間，男女共同参画社会づくりへの取組みは少しずつ活発化し，広がりを見せて

いますが，その取組みはあらゆる分野にわたっているため，男女共同参画社会の実現

には，まだまだ解決すべき課題は少なくありません。 

 これらの課題の解決を目指して，女性も男性もその個性が活かされ，県民一人ひと

りがいきいきと暮らすことのできる男女共同参画社会の実現に向けた取組を加速さ

せていくことが必要です。 

 以下，平成１５年度の男女共同参画の現状と施策について総括し，今後の課題を展

望しました。  

 

１ 社会全体における男女共同参画の実現 

○政策・方針決定過程への女性の参画については，県の審議会等への女性委員の登

用などは計画的に進めてきた結果，29.1％まで上昇し，改善の方向に向ってい

ます。しかし，県（知事部局）の女性管理職の登用率が２．３％，女性議員のい

ない市町村が３１町村あるなど，行政，政治，職場などの分野について依然とし

て男性に比べて女性の参画が少ない現状があります。 

○性別による固定的な役割分担意識を解消するための意識啓発のための講演会や

イベント等を県で行い，男性参加者も意識しつつ，多くの県民の参加を求めるな

どしてきましたが，男女共同参画に関する講座・イベントの開催市町村の割合は

横ばいであり，市町村のより積極的な取り組みも求めながら，一層の広報・啓発

活動を推進する必要があります。 

 

２ 家庭における男女共同参画の実現 

○男女が協力しながら，家庭生活の責任を担うという意識の醸成のために，特に男

性の家事，介護・看護，育児への参加を促すための啓発事業等を各部局が行って

いますが，家庭に関わる生活時間は依然として男女間に開きがあります。施策の

強化が必要です。 

○子育ての孤立感や不安の解消，介護者の負担の軽減のために，子育てや介護に関

する施策の充実を図ってきていますが，多様なニーズへの対応は十分とは言えま

せん。今後とも県や市町村がニーズを把握し，民間組織と連携しながら，多様で

質の高い子育て支援施策の総合的な展開や介護者を支援する体制の整備が求め

られます。 

○生涯を通じた心とからだの健康づくりへの支援については，女性の健康相談など

実施していますが，男女とも健康に生活していくために，「性と生殖に関する健
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康と権利」（ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞ･ﾍﾙｽ/ﾗｲﾂ）に関する考え方の浸透についても強化するこ

とが望まれます。 

○男女間の暴力については，配偶者暴力防止法に基づき，みやぎ女性総合支援セン

ターや警察本部が連携して被害者の支援体制の充実に取り組んでおり，相談件数

も増加しています。今後は発生をなくすための対策が一層求められます。 

 

３ 学校における男女共同参画の実現 

○県立高校の別学校（男女別募集を行う学校）の 22 校のうち，既に８校が男女共

学校に移行されることになっていますが，15 年度において，さらに６校の移行

と２校の再編統合を発表するなど着実に進んでいます。 

○男女共同参画啓発副読本の配布，男女混合名簿の導入，人権教育の充実などの男

女平等教育や男女共同参画の視点に立った教育を推進するための教職員研修に

取り組んでいます。引き続き，学校教育活動全体を通じて推進していく必要があ

ります。 

 ○性の悩みに等にも応えるスクールカウンセラーを設置している学校数は着実に

増加していますが，本県における10代の人工妊娠中絶実施件数は1,228人（14

年度），実施率（女子人口千人対 17.3 件）では全国 7 位の状況にあります。性

教育など生命の尊厳・人権尊重の精神に基づいた教育について，より一層充実さ

せていくことが重要です。 

 

４ 職場における男女共同参画の実現 

○男女雇用機会均等法の普及など職場での均等な取扱いの徹底はもとより，事業所

の調査・表彰など行ってきましたが，県内事業所において，女性管理職割合が１

２％，セクシュアル・ハラスメントの防止対策を行っていない事業所割合が６

６％という状況になっています。職場における実質的な男女平等を推進するため

に，女性労働者の能力発揮を促進するための積極的取組（ポジティブ・アクショ

ン）を推進する必要があります。 

○仕事と育児・介護との両立支援のため，ファミリー・サポート・センターの設置

促進などに努め，男女が安心して働くことができる職場環境づくりに努めていま

すが，育児休業制度の取得率は男性１．９％，女性６７．８％と男女間に大きな

開きがあります。また，保育所の待機児童は県全体で 794 人（平 16.4）に上

っており，子育て等をしながら働きやすい環境の整備を促進することが求められ

ます。女性労働者の職域拡大や職業能力の向上を図るための施策や相談事業につ

いても，引き続き取り組む必要があります。 

 

５ 農林水産業・商工自営業における男女共同参画の実現 

○生産や経営活動，地域づくりなどにおける方針決定の場に，積極的に女性の意見
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を反映させていくため，研修や啓発事業に取り組んでいますが，農協役員，漁協

役員，商工会役員などには未だ女性の参画が少ない現状であり，引き続き女性の

経営参画を支援していくことが必要です。  

○農林水産業等においては，女性は重要な担い手でありますが，一方でその役割に

ついて十分認識・評価されてない現状もあることから，家族のルールづくりの啓

発や起業活動支援のため，経営指導やセミナーを継続して行っています。その成

果として家族経営協定を締結した農家数が３４３件に，農家レストラン等，女性

による農山漁村の起業活動件数が３５３件となり，２２年度までの数値目標をす

でに上回っているなど着実に増加しています。 

 

６ 地域における男女共同参画の実現 

○みやぎ女性人材開発セミナーの開催や女性人材リストの整備など，幅広い視野を

持つ地域の女性リーダーの育成などに努めていますが，一方で地域社会での参画

が少ない男性の積極的な参画を促すなど，男女とも地域で積極的に活動するよう

な環境を整備していく必要があります。 

○本県において男女共同参画基本計画を策定した市町村は，前年の９市町

（13.0％）から 15 市町（21.7％）に増えていますが，県民一人ひとりに男女

共同参画が浸透するよう，引き続き，県民に最も身近な行政である市町村への働

きかけをしていく必要があります。 

 

※男女共同参画の指標の推進状況について 

基本計画に掲げる指標の推進状況については，６・７頁に記載したとおりですが，

多くの項目については，概ね進捗しているものの，目標の達成見込みが不透明なも

のもあります。今後とも指標の進捗を意識しながら，施策に取り組んでいく必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

宮城県男女共同参画基本計画について 

 
 計 画 策 定 の 趣 旨 

 宮城県では，平成１３年８月１日に宮城県男女共同参画推進条例が施行された

ことに伴い，すべての県民の人権が平等に保障され，男女が共に責任を分かちあ

う社会を目指して，男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため，条例に基づく宮城県男女共同参画基本計画を策定しました。   

 

               計  画  期  間 

  平成１５年（２００３年）度から平成２２年（２０１０年）度までの８年間です。 

 

計 画 策 定 へ の 取 組 み 

「男女共同参画」とは「男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され，もって男女が均等に政

治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受でき，かつ，共に責任を担うべきことを

いう。」（条例第２条）と規定されています。 

男女共同参画社会の実現には，性別による固定的な役割分担意識や考え方及び社会

慣習に縛られることなく，男女が個人として尊重され，対等な構成員として，共に自

立し，家庭や職場や地域等あらゆる分野において共に責任を分かち合う社会を築くこ

とが必要です。 

 

計 画 の 推 進 

  社会のあらゆる分野において，男女共同参画を推進していくために，男女共同参画

の視点に配慮し，県のすべての行政を推進します。 

  また，市町村，事業者，ＮＰＯ等各種団体，県民の理解と協力を得るとともに，家

庭，職場，地域等で自主的な活動と積極的な参加を働きかけます。 

     

 

                計 画 の 構 成 

計画は施策への理解をわかりやすくするために，社会全体，家庭，学校，職場，農

林水産業・商工自営業，地域の６つの分野に分けました。 

施策は分野ごとにそれぞれ単独で完結するものではなく，相互に関連し合い，男女

共同参画社会の実現に影響を与えるものです。 
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              計 画 の 体 系 
 

基 本 目 標 施 策 の 方 向 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画 

（２）性別による役割分担意識の解消 

（３）男女共同参画の視点による広報・啓発活動の実施 

１．社会全体における男

女共同参画の実現  

（４）調査・研究，情報の収集・提供の充実 

 

（１）共に築く家庭生活への支援  

（２）子育て支援 

（３）介護支援 

（４）高齢者の自立支援 

（５）生涯を通じた心とからだの健康づくりへの支援 

２．家庭における男女共

同参画の実現  

（６）男女間における暴力の根絶 

 

（１）県立高校における男女共学化 

（２）男女平等教育の推進 

３．学校における男女共

同参画の実現  

（３）健康教育の推進 

 

（１）職場での均等な機会と待遇の確保 

（２）仕事と育児・介護の両立支援 

４．職場における男女共

同参画の実現  

（３）職業能力開発の支援 

 

（１）経営への女性の参画促進 ５．農林水産業・商工自

営業における男女共同

参画の実現 

（２）起業支援 

（１）地域活動への男性の参画と女性の人材育成 

（２）ＮＰＯとの連携・協働 

６．地域における男女共

同参画の実現 

（３）国際的な視野での推進 

 

庁内推進体制の整備 

市町村との連携・協働 

NPO等各種団体との連携・協働  

県民・事業者との連携 

推進体制 

男女共同参画に関する相談・苦情の適切な処理 
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男女共同参画の指標の推進状況一覧 

 
◆ 県行政の指標として達成を目指すこととしているもののみならず，県行政の男女共同参画

社会実現に向けた取り組みのなかで市町村や県民・事業者との連携の結果として達成が期

待・予測される数値をまとめたもの。 

項     目 
計画策定時 

（平成 14 年） 

平成 15 年度あるい

は，平成 16 年 4 月 

目標・予測指標 

（平成 22 年度） 

県の審議会等委員における女性の割合  ２７．７％ ２９．１％ ４０％ 

市町村の審議会等委員における女性の割合 １７．１％ １９．２％ ３０％ 

男女共同参画に関わる講座・イベントの開催市

町村の割合 

３８％ 

（13 年度） 
４２％ １００％ 

一時保育の実施箇所※ 16 箇所  16 箇所  ７０箇所 

延長保育の実施箇所※ 80 箇所 8７箇所 
200 箇所 

  (平成17年度) 

休日保育等の実施箇所※ な し な し 

市町村の実情に応

じて推進  

(平成17年度)  

乳児保育等の実施箇所※ 50 箇所 
17箇所＊箇所数は補

助事業（乳児保育促進事

業）の実施箇所数のみ 

200 箇所 

(平成17年度) 

地域子育て支援センター設置数※ 34 箇所 39 箇所 ７０箇所 

スクールカウンセラーを配置している中学校

の数 
１０７校 １５９校 ２２１校（全校） 

放課後児童クラブの整備率※ 

        （設置箇所÷小学校区数） 
３９．４％ ４４．０％ ５０％ 

ファミリー・サポート・センター設置数 ３箇所 ３箇所 8 箇所 

育児休業取得率 
男性  ０．３．％ 

女性 ６４．０％ 
(平成 14 年全国数値) 

男性  １．９％ 

女性 ６７．８％ 

男性  １０％ 

女性  ８０％ 

農協正組合員に占める女性の割合 
１９．３％ 

（平成１３年） 
２１．９％ ２５％ 

農協役員に占める女性の数 3 人（平成１３年） ２人 
農協単位に理事 2 人

以上 

漁協正組合員に占める女性の割合 ３％（平成１３年） ３．４％ ５％ 

漁協役員に占める女性の数 ３人（平成１３年） １人  5 人以上 
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農山漁村の女性の起業活動件数 
２９７件 

（平成１３年） 
３５３件 ３１５件 

家族経営協定を締結した農家数 ３０１戸 ３４３戸 ７１０戸 

商工会役員に占める女性の数 88 人（平成１３年） ８６人 
商工会単位に役員 2

人以上 

男女共同参画等の名称を冠した窓口を設置し

た市町村の割合 
１５．５％ １５．９％ ５０％ 

男女共同参画基本計画を策定した市町村の割

合 
９．９％ ２１．７％ ５０％ 

みやぎ女性人材開発セミナー受講者数 １４２人 １５７人 ３００人 

 

 

 

◆ 上記の指標に加えて，次の項目について把握し，広く男女共同参画の状況の参考とするも

の。 

項     目 
計画策定時 

（平成 14 年） 
平成１５年度 

あるいは，平成１６年 4 月 

男女の平等感 

（「社会全体における男女の地位は平等

か」） 

男性 ２６％ 

女性 ２０％（全国数値） 

 

      － 

 

県の管理職に占める女性の割合（知事部

局） 
１．９％ ２．３％ 

市町村の管理職に占める女性の割合 ６．５％ ７．２％ 

家事・介護・看護・育児に係る生活時間 

 

男性有業     17 分 

男性無業     33 分 

女性有業 2 時間 17 分 

女性無業 3 時間 44 分  

(平成 13 年) 

       

      －  

 

県立高校の共学化率 
（全日制県立高校（本校・分校）のうち，男女

募集を行う学校数の割合） 

７３％       ７３％ 

小学校・中学校・高校の管理職に占める女

性の割合 

公立小学校  １３．７％ 

公立中学校   ５．９％ 

県立 高校   ３．２％ 
（養護学校含む） 

公立小学校  １３．１％ 

公立中学校   ５．０％ 

県立 高校   ３．３％ 
（養護学校含む）＊平 15.5 現在 

男女混合名簿導入率 

公立小学校    ８０％ 

公立中学校    ４５％ 

県立高校     ３４％ 

公立小学校    ８５％ 

公立中学校    ４６％ 

県立高校     ３６．４％ 

ＰＴＡ会長に占める女性の割合 
１１．６％ 

（公立小中学校，県立高校，特殊教

育学校）   

１２．１％ 
（公立小中学校，県立高校，特殊教

育学校）   

※は，仙台市の地域以外を対象とした数値 
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男女共同参画の推進に係る東北 6 県と全国の状況 

                               （平成 16 年 4 月１日現在，単位：％）          

項   目 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 全 国 

女性議員の状況 

   （都道府県） 
２．０※ ７．８※ ４．８ ６．３※ ２．２※ ５．２※ ６．９※ 

女性議員の状況（市） ７．６※ ６．９※ １０．７ ７．９※ ４．７※ ７．７※ １２．３※ 

女性議員の状況（町村） ３．９※ ３．４※ ４．２ ２．９※ ２．９※ ２．３※ ５．６※ 

条例制定状況（都道府県） 制定 制定 制定 制定 制定 制定 
４ ６ 都 道

府県制定 

条例制定状況（市町村） １．５ ８．６ ８．７ ０ ２．３ １１．１ ７．４ 

計画策定状況（市町村） １９．４ ２５．９ ２１．７ ５０．７ ２２．７ ２１．１ ３４．０ 

行政連絡会議（市町村） １９．４ ２０．７ ２６．１ １０．１ １３．６ １４．４ ２８．２ 

諮問機関（市町村） １６．４ ２２．４ ２３．２ ２０．３ ２０．５ １８．９ ２８．２ 

審議会等の女性登用 

 （都道府県） 
３５．９ ２８．８ ２９．１ ２７．８ ２６．３ ２９．９ ２８．３ 

審議会等の女性登用（市

町村） 
２０．０ ２０．６ ２１．９ １７．０ ２０．８ １８．９ １９．８ 

女性公務員の管理職登用

状況（都道府県・知事部

局） 

３．７ １．３  ２．３ １．８ ２．０ ２．５ ５．２ 

女性公務員の管理職登用

状況（市町村） 
８．２ ８．１ ７．２ ５．５ ５．８ ６．７ ７．６ 

注）※は平 15.12.31 現在           資料出所：男女共同参画推進課・内閣府・岡山県調べ   
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特集  市町村別にみた男女共同参画社会の推進状況 

～女性の参画に係る各種データの分析から～ 

  

 男女共同参画社会を実現するためには，政治の場や職場，地域，教育等あらゆる分野において，

男女が対等の立場で参画することがきわめて重要である。 

現在，すべての都道府県において，男女共同参画に関する計画が策定されている。しかし，市町

村における男女共同参画に関する計画の策定状況をみると，毎年増えつつあるものの，取組が進ん

でいない地域もみられる。また，地域における女性の参画の状況にはばらつきがある。 

 今回，男女共同参画を地域という見近なところから考えてみるにあたり，宮城県の男女共同参画

社会の推進の状況について，県内市町村の傾向の一端を探る試みとして，市町村議員，市町村管理

職・職員，審議会委員，PTA 会長，労働力率等における各女性比率についての相関関係の分析等を

行ってみた。 

なお，市町村における男女共同参画社会の状況の全般については，第 4 部に掲載している。 

※ 全国状況は，内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状

況」を参考にした。  

 

◆条例と計画について 

（全国の状況） 

 平成１６年４月現在，４６都道府県において，男女共同参画に関する条例が制定され，また全て

の都道府県において，男女共同参画に関する計画を策定している。 

 これを全国の市町村についてみると，条例を制定している自治体は，７．４％であり，市では，

２３．３％であり，町村では２．７％が制定している。 

また，市町村で計画を策定している自治体は３４．０％であり，毎年増加している。市の策定率

は８４．７％と高いが，町村は１８．８％となっている。 

 なお，都道府県別で，管内市町村の計画策定率が８０％以上の自治体は，大阪府（９０．０％），

神奈川県（８３．８％），福井県（８２．４％），山梨県（８０．４％），埼玉県（８０．０％）であ

る。 

 

 

（宮城県の状況） 

 平成１６年 4 月 1 日現在，条例を制定しているのは，６市町，８．７％であり，市では，４市，

４０．０％であり，町村では，２町，３．４％となっている。また，市町村で計画を策定している

のは１５市町，２１．７％となり，前年の９市町から大きく増加している。市の策定率は８０．０％

と高いが，町村は１１．９％に留まっている。 

  
 
 

 











 14

◆育児期の女性労働力率 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

年齢階級別労働力率（当該年齢階級の人口

に占める労働力人口の比率）をみると，男性

では２０歳代後半から５０歳代までの労働

力率がほぼ９５％以上でほとんど変わらな

い台形であるが，女性では３０歳代前半を谷

とするいわゆる M 字型曲線を描く。 

 そこで，年齢階級別労働力率が相対的に低

い，いわゆる育児期にあたる３０歳から３９

歳の女性の労働力率を市町村別に比較して

みた。 

 宮城県の平均は６１．１％であるが，一番

高い米山町の８５．３％から，一番低い仙台

市の５４．４％まで，３０ポイント以上の差

があり，また全国的な傾向と同じで，郡部で

高く，都市部で低い。 

 上位１０町は，ほとんどが県北の内陸の地

域の町であり，また，下位１０位は矢本町と

雄勝町を除き，仙台市及び周辺市町である。 

 全国数値と比較すると，全国で一番高い山

形県（７６．２％）より高い市町村は２５位

の三本木町（７６．７％）までであり，宮城

県で一番低い仙台市（５４．４％）は，４１

位の和歌山県（５５．５％）と４２位の千葉

県（５３．３％）の間に入る。 

 また，宮城県の平均（６１．１％）は，６

０位大和町（６２．４％）と６１位の岩沼市

（６０．４％）の間に入り，宮城県の平均を

下回る市町村は９市町であり，上回る市町村

は６０市町村である。  

都市部とそれ以外の多くの地域の女性労

働に係る地域間格差が大きく，産業構造の違

いなど子育てと就労に係る様々な要因があ

ることが窺える。  

※データは平成 12 年。 
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◇表５ 育児期の女性労働力率 

 
 

 

 

 

1 米山町 85.3
2 中田町 83
3 豊里町 83
4 色麻町 82.7
5 東和町 82.7
6 鶯沢町 82.5
7 金成町 82.4
8 桃生町 81.9
9 鳴子町 81.8

10 登米町 80.8
11 加美町 80.6
12 志波姫町 80.1
13 南方町 80
14 花山村 79.6
15 栗駒町 79.5
16 一迫町 79.3
17 岩出山町 78.5
18 迫町 77.7
19 大衡村 77.6
20 若柳町 77.5
21 南郷町 77.4
22 高清水町 77.4
23 本吉町 77.1
24 北上町 76.9
25 三本木町 76.7
26 丸森町 76 　　１　山形県 76.2
27 石越町 75.8
28 涌谷町 75.6
29 志津川町 75.4
30 田尻町 75
31 蔵王町 74.5
32 小牛田町 73.8
33 角田市 73.7
34 河北町 73.4
35 築館町 73.2
36 河南町 73.1
37 白石市 73
38 七ヶ宿町 72.4
39 津山町 71.8
40 気仙沼市 71
41 山元町 70.9
42 鹿島台町 69.8 　　9　秋田県 70.6
43 村田町 69.6
44 大郷町 69.6
45 川崎町 69.5
46 瀬峰町 69.5
47 唐桑町 69.4
48 大河原町 68.8 　10　岩手県　 69.1
49 鳴瀬町 68.4
50 亘理町 67.4 　14　福島県 67.1
51 古川市 67
52 柴田町 66.3 　15　青森県 66.4
53 歌津町 66.2
54 松島町 65.7
55 女川町 65.5
56 松山町 65.1
57 塩竈市 64.7
58 牡鹿町 63.6
59 石巻市 62.6
60 大和町 62.4
61 岩沼市 60.4 　27　宮城県 61.1
62 矢本町 60.4
63 利府町 59.2
64 雄勝町 59.1
65 七ヶ浜町 59
66 名取市 57
67 富谷町 55.7
68 多賀城市 54.5 41 和歌山県 55.5
69 仙台市 54.4 　42　千葉県 53.3

計 61.1
　47　奈良県 48.3

育児期（30～39歳）
の女性労働力率
（％）市町村名



 16

◆米山町と仙台市の M 字カーブについて（平成 12 年と平成 2 年） 

 宮城県で 30 歳～39 歳の女性の労働力率の一番高い米山町と低い仙台市の年齢階級別労働力率

をグラフ化してみた。米山町においては，県平均及び仙台市のように，25 歳～29 歳から 30 歳～

34 歳にかけて労働力率が一気に落ち込むいわゆる M 字を描かかず，かえって上昇している。そし

て，65 歳以上の労働力率は県平均を下回っている。一つの推測として，農村地帯にある米山町では，

妻も農作業に携わり，また夫の親（あるいは妻の親）と同居することが多いことから，保育施設に

預けなくても，同居の親等親族に預けることができる場合が仙台市よりも多いことが要因となって

いる可能性がある。 

また，仙台市では，平成２年においては，30 歳～34 歳では，労働力率が４４．８で，はっきり

とした M 字を描いていたが，平成 12 年になると５４．５となり，大きく上昇している。この間，

出生数にほとんど変化がみられないことから，保育所の整備のほか，女性の就労継続の意欲の高ま

りや晩婚化の影響があるものと考えられる。  
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平 成 １２年 年 齢 15～ 20 20～ 24 25～ 29 30～ 34 35～ 39 40～ 44 45～ 49 50～ 54 55～ 59 60～ 64 65～

宮 城 県 16.6 70 .8 70 .9 59 .5 62 .7 71 72 .4 66 53 .3 33 .8 11 .3

米 山 町 19.4 82 79 .4 81 .2 88 .3 89 .3 84 .4 76 .9 57 .6 37 8 .9

仙 台 市 16.2 65 .8 69 .4 54 .5 54 .4 62 .5 66 .2 61 .5 50 .4 31 9 .9
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◆女性労働力率と合計特殊出生率との関係 

 市町村ごとの育児期（30 歳～39 歳）の女性労働力率を高い順に並べ，合計特殊出生率との関係

をグラフ化した。全体として粗いながらも一定の相関傾向がある。少なくとも，女性労働力率が高

い市町村が合計特殊出生率が低いとは言えないようである。子育てしながら働きやすい環境の整備

の度合いが関係している可能性があるが，別の要因もあってこのような相関を示していることも考

えられる。   

35

45

55

65

75

85
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2.5
育児
期
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成7
年）

 ※女性労働力率は平成 12 年データ，合計特殊出生率は平成 12 年データがないため，平成 7 年データを使用。 

 

 

 

 参考までに，都道府県についてもグラフ化してみると，両者におおよその相関がみられる。 

※女性労働力率は平成 12 年データ，合計特殊出生率は平成 14 年データを使用。 
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以上，市町村ごとの，女性議員割合，市町村職員の女性管理職・職員割合，審議会等女性委員割

合，審議会等数値目標設定，小中公立校の PTA 会長の女性割合，育児期の女性労働力率，合計特殊

出生率を切り口にそれぞれの関係について，一つの試みとして粗いながらも分析してみた。異なる

視点から眺めれば，また別の様相も見えてくるかもしれないが，ある程度，市町村ごとの地域の特

性について把握できたものと考える。 

現在，全国的に市町村の合併が進められており，本県の市町村についても，合併により，将来ま

ちづくりにおいて大きな変化が表れてくることが予測されるが，男女共同参画についてもより一層

推進されることが望まれるところである。 

 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２部  宮城県における男女共同参画の現状 
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１ 社会全体における男女共同参画の実現 

－男女平等社会へのシステム・チェンジ－ 

 
＜政策・方針決定過程への女性の参画＞ 

 
（1）県議会における女性議員 

議会における女性議員の比率をみると，平成15年４月末現在の県議会は４．８％であり，女

性立候補者が最も多かったのは，平成１１年４月の8人である。 

 
図表 1－1 

 

※各年とも，その月に行われた選挙後の数値である。    

資料出所：県議会「宮城県議会史」・選挙管理委員会調べ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

年　月 昭22.4 26.4 30.4 34.4 38.4 42.4 46.4 50.4 54.4 58.4 62.4 平3.4 7.4 11.4 15.4

総議員 52 55 55 56 56 56 56 57 59 59 59 63 63 63 63

女性議員 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 2 3 3

割合（％） 0 0 0 0 1.8 1.8 1.8 1.8 1.7 1.7 1.7 3.2 3.2 4.8 4.8
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（2）市町村議会における女性議員 

平成 6 年 4 月の２．２％から，平成１６年 4 月の５．６％まで上昇しており，内訳では，

市１０．７％，町村４．２％となっている。なお，女性議員のいない市町村は３１町村（４４．

９％）となっている。 

議員数では多い順に，仙台市 10 人，亘理町 5 人，塩釜市，富谷町４人，気仙沼市，名取

市，利府町 3 人となっている。 

 

図表 1－2  

 

                                 資料出所：男女共同参画推進課調べ 
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（3）県の審議会等における女性委員 

審議会等における女性委員の割合の推移をみると，着実に女性委員の割合が増加している。 

 
 図表 1－3 

※対象とする審議会は，附属機関・要綱等に基づき設置される審議会等。 
資料出所：男女共同参画推進課調べ 

 

（4）市町村の審議会等における女性委員 

   平成１６年４月で１９．２％となっており，内訳では，市２４．８％，町村１７．２％とな

っている。３０％を超える市町村は，白石市，岩沼市，本吉町の2市１町である。 
    

 図表1－4 

 ※対象とする審議会は，行政委員会と附属機関 
                           資料出所：男女共同参画推進課調べ 
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（５）県の女性公務員の採用状況 

  平成１５年度の女性公務員（病院局・警察本部除く）の採用状況をみると，女性の採用率は，

大学卒業程度３６．６％，短期大学卒業程度８７．５％，高等学校卒業程度５６．５％，全体

５０．８％となっている。 

   
  図表1－５ 

 総数（人） うち女性数（人） 女性比率（％） 

大学卒業程度 ７１ ２６ ３６．６ 

短期大学卒業程度 ２４ ２１ ８７．５ 

高等学校卒業程度 ２３ １３ ５６．５ 

計 １１８ ６０ ５０．８ 

                           資料出所：人事課・教育委員会調べ 

 

 
（６）県の女性公務員管理職の登用状況（知事部局）  

平成１６年４月の女性管理職（本庁課長相当職以上）の登用状況をみると，２．３％となっ

ている。 

 
図表 1－６ 

※ 宮城大学・農業短期大学の職員・教員は除外している。 

                                  資料出所：人事課調べ 
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（7） 市町村の女性公務員管理職の登用状況 

課長相当職以上の女性比率は，７．２％となっており，内訳では，市５．９％，町村８．６％

となっている。また，女性管理職のいない市町村は，１市２２町村で３３．３％を占めている。

課長相当職以上の女性比率が，２０％を超える市町村は，富谷町，一迫町，豊里町，大郷町，

三本木町，志津川町となっている。 

 
図表 1－7 

                              資料出所：男女共同参画推進課調べ 
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＜性別による役割分担意識の解消＞ 

 
（8）「男は仕事，女は家庭」という考え方に同感する人の割合   

  県民意識調査において，男性の２人に１人(55％)，女性の3人に1人(32％)が，「同感する」

「どちらかといえば同感するほう」と回答している。 

            
図表 1－8                    （単位：％）                           

資料出所：県環境生活部「みやぎの女性データブック」（平成 12 年調査） 
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（9） 男女共同参画に関する講座・イベントの開催市町村の割合 

１０市１９町で開催されており，全市町村の４２％となっており，市１００％，町村３２．

２％となっている。 

 

 図表1－9                           

                                 資料出所：男女共同参画推進課調べ 
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２ 家庭における男女共同参画の実現 －共生と幸せの原点－             

 

＜共に築く家庭生活への支援＞  

 

（1）「家事」「介護・看護」「育児」に係る生活時間   

一日の生活時間のうち，家事，育児，介護・看護を行っている時間は，平成 13 年調査で，

男性有業者 17 分，男性無業者 33 分，女性有業者 2 時間 5 分，女性無業者 3 時間 44 分と

なっている。 
 

図表 2－1 

 

                                                          

資料出所：総務省「社会生活基本調査」 
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（２）みやぎ男女共同参画相談室における相談状況 

みやぎ男女共同参画相談室は平成１３年４月に開設され，相談件数は，平成１５年度は  

１，３３８件となっている。 

 
図表 2－2 

                                 資料出所：男女共同参画推進課調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般相談 生き方 こころ からだ 仕事上の悩み夫婦関係の悩み 親子・家庭の悩み 人間関係の悩み 性・性的被害 暮らし その他

平成13年度　994件 117 23 0 45 386 151 65 10 56 141
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＜子育て支援＞  

 
（3）一時保育の実施箇所数 

平成１５年度において，一時保育を１６箇所で実施している。 

 
  図表 2－3 

  
                                  資料出所：子育て支援室調べ 

 
 
（4） 延長保育の実施箇所 

平成１５年度において，延長保育を 8７箇所で実施している。 

 
図表 2－4 

                                資料出所：子育て支援室調べ 
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（5） 乳児保育の実施箇所 

平成１５年度において，乳児保育を１７箇所で実施している。 

                         
図表 2－5 

平成1５年度 １７箇所 

※箇所数は補助事業（乳児保育促進事業）の実施箇所数である。     資料出所：子育て支援室調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 地域子育て支援センター設置数 

平成１５年度において，地域子育て支援センターを３９箇所に設置している。 
 

 図表 2－6 

  

                       資料出所：子育て支援室調べ  
※ 以上の保育に関するデータは仙台市の地域を除いている。 
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（8）20 歳未満の人工妊娠中絶実施件数 

近年２０歳未満の人工妊娠中絶実施件数が増加しており，平成１４年度では，１，２２８人

となっている。  

 
図表 2－8 

              

                            ※平成14年度から年度調査に改められている。 

資料出所：厚生労働省「母体保護統計報告」「「平成 14 年度衛生行政報告例」 
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＜男女間における暴力の根絶＞  

 

（9） 女性相談センター・福祉事務所への暴力・酒乱相談件数   

平成１５年度の相談件数は８４４件となっており，平成１１年度の２．５倍に増えており， 

また，ＤＶ被害者の一時保護件数は，６７件となっている。  

           
図表 2－9 

                                   資料出所：子ども家庭課調べ 
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（10）ＤＶ防止法取扱状況 

平成１５年中におけるＤＶ防止法取扱状況は，次のとおりとなっている。 

 
図表 2－10                                             （単位：件） 

保 護 命 令 関 係 保護命令関係以外で

の対応 

保 護 命 令 

 

相談等 

総件数 裁判所から

の書面要求 接 近 禁 止

命令 

退去命令 

検挙 

（保護命令

違反） 

検挙 

３０９ ３１ ３４ ７ ３ １５ 

（＋５） （＋14） （＋18） （＋５） （＋３） （±０） 

資料出所：警察本部調べ 

* DV防止法：「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（平13.10.13施行） 

*（ ）内数字は，前年比 

*検挙１５件中の３件については，保護命令と同一人 

*接近禁止命令34件のうち，接近禁止命令のみは27件で，退去命令７件については，接近禁止命令と同一事

案 

 

（11） ＤＶ防止法取扱分析 

平成１５年中におけるＤＶ防止法取扱分析は，次のとおりとなっている。 

（１） 加害者との関係   

図表2－11                           （単位：人） 

婚姻関係 内縁関係 合 計 

２６５（264） ４４（40） ３０９（304） 

                            ※（ ）は平成14年。 

（２） 申立人の性別及び年齢別一覧表 

図表2－12    申立人    女性３０７人，男性2人 

 ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ 

 

～ ～ ～ ～ ～ ～ 

年齢別 

１９ ２９ ３９ ４９ ５９ ６９ 

人 数 ５ ６６ ８２(うち男性1) ７４ ５７ ２５(うち男性1) 

 

（３） 加害者の性別及び年齢一覧表 

図表2－13    加害者    男性３０７人，女性2人 

 ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ 

 

～ ～ ～ ～ ～ ～ 

年齢別 

１９ ２９ ３９ ４９ ５９ ６９ 

人 数 １ ４７ ８５(うち女性1) ７１ ６９ ３６(うち女性1) 

                           資料出所：警察本部調べ 
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（12） 夫婦間暴力事件検挙状況 

平成１４年中の夫婦間暴力事件検挙状況は，１５件（傷害１３件，暴行２件）であり，平

成１５年中では，１５件（傷害１３件，暴行２件，毒劇法１件）となっている。 

 

図表2－14 

年 件 数 内  訳 

平成14年中 15件 傷害13件，暴行2件 

平成15年中 15件 傷害１３件，暴行２件，毒劇法１件 

                              資料出所：警察本部調べ 

 

 

 

 

 

 

（13） 犯罪の認知件数・検挙状況 

平成15年度における強姦・強制わいせつの認知件数・検挙状況は，次のとおりとなっている。 

 

図表2－15                                           （単位：件） 

 
強   姦 強制わいせつ 

認 知 件 数 ３８（４５） １８１（１８２） 

検 挙 件 数 ２５（２２） ５９（４６） 

総     数 ６３（６７） ２４０（２２８） 

 ※（ ）は平成14年度。                      資料出所：警察本部調べ 
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（14） 「性犯罪１１０番」の受理状況 

平成１５年度の「性犯罪１１０番」の受理状況は，次のとおりとなっている。 

 

図表2－16                                        （単位：件） 

内     容 受  理  件  数 

性犯罪の被害申告に関するもの ３２（２４） 

過去の性犯罪被害の悩みに関するもの １７（４８） 

性的な嫌がらせに関するもの ２２（２０） 

男女の性に関するもの ２３（１６） 

つきまとい行為に関するもの ４７（５７） 

その他 １３８（１７０） 

総        数 ２７９（３３５） 

※（ ）は平成14年度。                          資料出所：県警察本部調べ 
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３ 学校における男女共同参画の実現 －自立と共生の心を育む－ 
 

＜県立高校における男女共学化＞  
 
（1） 県立高校（全日制（本校・分校））の共学・別学状況 

平成 1６年４月において，全日制県立高校（本校・分校）のうち，男女募集を行う学校は，  

５９校，男女別募集を行う学校は，２２校となっている。 

             
図表３－１ 

                           資料出所：文部科学省「学校基本調査」 
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＜男女平等教育の推進＞  
 

（2） 男女混合名簿導入率 

平成１６年度において，宮城県内の公立小学校・中学校の男女混合名簿の導入率は，小学校

８５％，中学校４６％となっている。                   
  
 図表 3－2 

 

                            資料出所：義務教育課・仙台市教育指導課調べ 
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＜健康教育の推進＞  
 
（3） スクールカウンセラーを配置している中学校数 

平成１６年度において，男女の人権に配慮した生徒への相談窓口となるスクールカウンセラ

ーを配置している公立中学校数は，１５９校となっている。 

  
図表 3－3 

                               資料出所：義務教育課調べ 
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（4） 男女別教員数  

女性教員の占める割合は，平成１５年５月１日現在，幼稚園では，９２．２％，小学校では，

５５．８％，中学校４４．０％，高等学校２３．６％になっており，小学校から高等学校になる

につれ，女性の教員の割合は低下している。                       

      

図表3－4                                       （単位：人） 

 
※ 国立・公立・私立の合計であり，高校は全日制・定時制を対象としている。 

                      資料出所：文部科学省「学校基本調査」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区　分 男性割合 女性割合 男性人数 女性人数 全国女性割合
幼稚園　　（2,217人） 7.8% 92.2% 173 2,044 93.9%
小学校　　（8,180人） 44.2% 55.8% 3,615 4,565 62.7%
中学校　　（5,070人） 56.0% 44.0% 2,839 2,231 40.9%
高等学校（5,241人） 76.4% 23.6% 4,006 1,235 27.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園　　（2,217人）

小学校　　（8,180人）

中学校　　（5,070人）
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（5） 公立小学校教員（本務者）に占める女性の割合   

平成1５年度において，女性教員は４，５２４人，割合では５５．９％となっている。 

    
図表 3－５                                （単位：人） 

                               資料出所：文部科学省「学校基本調査」 

 
（6） 公立小学校管理職（校長・教頭）に占める女性の割合   

平成1５年度において，女性の管理職は１１９人，割合では１３．１％となっている。 

 
図表 3－６                                （単位：人） 

資料出所：文部科学省「学校基本調査」 

平成6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 全国（15年）

女　　性 4,583 4,601 4,551 4,507 4,479 4,459 4,445 4,442 4,455 4,524 257,316
男　　性 3,817 3,788 3,772 3,683 3,637 3,603 3,574 3,552 3,572 3,574 151,424

　全 　体　　 8,400 8,389 8,323 8,190 8,116 8,062 8,019 7,994 8,027 8,098 408,740
女性割合 54.6% 54.8% 54.7% 55.0% 55.2% 55.3% 55.4% 55.6% 55.5% 55.9% 63.0%
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平成6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 全国(15年）
女　　性 75 78 93 106 120 121 126 131 125 119 9,028
男　　性 828 830 817 804 793 792 786 785 786 790 36,437

　全 　体　　 903 908 910 910 913 913 912 916 911 909 45,465
女性割合 8.3% 8.6% 10.2% 11.6% 13.1% 13.3% 13.8% 14.3% 13.7% 13.1% 19.9%
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（7） 公立中学校教員（本務者）に占める女性の割合   

平成1５年度において，女性教員は２，１８２人，割合では４４．０％となっている。 

 
図表 3－７                               （単位：人） 

                               資料出所：文部科学省「学校基本調査」 

 
（8） 公立中学校管理職（校長・教頭）に占める女性の割合   

平成1５年度において，女性の管理職は２３人，割合では５．０％となっている。  

 
 図表 3－８                               （単位：人） 

資料出所：文部科学省「学校基本調査」 

平成6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 全国（15年）
女　　性 2,335 2,353 2,363 2,373 2,306 2,302 2,236 2,239 2,227 2,182 98,148
男　　性 2,988 2,994 2,975 2,942 2,890 2,869 2,829 2,820 2,812 2,779 139,664

　全 　体　　 5,323 5,347 5,338 5,315 5,196 5,171 5,065 5,059 5,039 4,961 237,812
女性割合 43.9% 44.0% 44.3% 44.6% 44.4% 44.5% 44.1% 44.3% 44.2% 44.0% 41.3%
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（9） 県立高校及び養護学校（盲・聾含む）教員（本務者）に占める女性の割合    

平成１５年度において，女性教員は１，３００人，割合では２９．４％となっている。 

 
図表 3－９                               （単位：人） 

 ※対象の高等学校は，全日制・定時制・通信制である。ただし，全国数値は公立（全日制）の高等学校である。 

    資料出所：教職員課調べ，文部科学省「学校基本調査」 

                        

（10）県立高校及び養護学校（盲・聾含む）管理職（校長・教頭）に占める女性の割合  

平成１５年度において，女性の管理職は７人，割合では３．３％となっている。 

  
図表 3－10                                  （単位：人） 

 ※対象の高等学校は，全日制・定時制・通信制である。 ただし，全国数値は公立（全日制）の高等学校である。 

          資料出所：教職員課調べ，文部科学省「学校基本調査」 
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４ 職場における男女共同参画の実現－女性の活躍はトップの誇り・企業の誇り－

   

＜職場での均等な機会と待遇の確保＞  
 

（1）雇用者数 

 女性の雇用者数は年々増加しており，雇用者全体に占める女性の割合も年々増加し，平成 

１２年には，４１．５％になっている。 

                                
図表４－１                                  （単位：千人） 

                                資料出所：総務省「国勢調査」  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 S55年 60年 H2年 7年 12年 全国（12年）
雇用者総数 725 807 891 909 52281
女性雇用者数 232 272 316 357 377 21190
割合（％） 35.1 37.5 39.1 40.1 41.5 40.5
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（2） 雇用者の平均年齢 

雇用者の平均年齢をみると，宮城県は全国と同様の傾向を示しており，平成１５年の宮城県

女性雇用者の平均年齢は，３８．３歳であり，全国平均の３８．１歳を上回っている。 

  
図表４－２                            （単位：歳） 

                          厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

昭和60年 平成2年 7年 12年 13年 14年 15年
宮城（男性） 37.5 39 40 40.4 40.6 40.6 40.8
　〃（女性） 34 35 36.8 38 38.3 38.5 38.3
全国（男性） 38.6 39.5 40.1 40.8 40.9 41.1 41.2
〃（女性） 35.4 35.7 36.5 37.6 37.7 37.9 38.1
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（3） 雇用者の平均勤続年数 

雇用者の平均勤続年数をみると，宮城県は全国と同様の傾向を示している。平成１５年の宮

城県女性雇用者の平均勤続年数は，９．７年で全国平均の９．０年を上回っている。 

 
図表４－３                             （単位：年） 

                         厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

昭和60年 平成2年 7年 12年 13年 14年 15年
宮城（男性） 11.3 12.3 12.8 12.7 12.7 12.7 13.5
　〃（女性） 7 7.7 8.6 9.4 9.9 9.4 9.7
全国（男性） 11.9 12.5 12.9 13.3 13.6 13.5 13.5
〃（女性） 6.8 7.3 7.9 8.8 8.9 8.8 9.0
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（4） 男女別きまって支給する給与額 

平成１５年の県内事業所の給与支給額をみると，きまって支給する給与額は男性

３３９，９００円に対し，女性２２１，１００円になっている。男女の格差をみると，昭和 

５５年の５６．０％から平成１５年の６５．０％にまで縮まっているものの格差が大きい。 

 
図表４－４                                        （単位：円）           

                           厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
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（5） 年齢階級別きまって支給する現金給与額 

平成１５年の男女の賃金格差が最も大きいのは「５０～５４歳」で，男性を１００とすると

女性は５６．３となっている。 

 
図表４－５                                        （単位：千円） 

                   資料出所：厚生労働省「平成 15 年賃金構造基本統計報告」 
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（6） 女性のパートタイム労働者の就業形態 

パートターム労働者は，労働者全体の16％を占め，そのうち女性は77％となっており，女

性パートタイム労働者の平均勤続年数をみると，平均１５年では，４．６年である。また，平

均年齢は４１．４歳，１時間当たり所定内給与額は８３２円である。 

これらを，女性一般労働者の労働条件と比較すると，女性一般労働者の平均値を１００とし

た場合，女性パートタイム労働者の平均勤続年数と1時間当たり所定内給与額は女性一般労働

者のそれぞれ５割，７割程度であり，平均年齢は女性パートタイム労働者が女性一般労働者を

上回っている。 

 
図表４－６ 

資料出所：厚生労働省「平成 1５年賃金構造基本統計報告」，労政・雇用対策課「平成 15 年度労働実態調       

査結果報告書」） 

 

 
 
（7）宮城労働局に寄せられたセクシュアル・ハラスメントに関する相談件数 

 平成15年度に，宮城労働局雇用均等室に寄せられた相談件数は，３７３件であり，そのう

ちセクシュアル・ハラスメントに関するものは，１１２件，３０．０％となっている。  

 

  図表４－７ 

                            資料出所：宮城労働局雇用均等室調べ 
 
 
 
 

平均年齢（歳）
平均勤続年
数（年)

１時間当たり
所定内給与
額（円）

所定内実労
働時間（時
間）

女性パートタイム労働者 41.4 4.6 832 5.3
1日あたりの時間

女性一般労働者 38.3 9.7 1,248 165
1月あたりの時間

平成12年度 13年度 14年度 15年度
全体の相談件数 364 313 327 373
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（8）セクシュアル・ハラスメントの防止対策 

具体的な対策を実施していない事業所は全体の６５．６％（前年６２．６％）となってい

る。産業別では，「金融・保険業」が防止対策を講じている割合が８５．７％と高いのに対

し，「建設業」は１４．５％と格差が大きい。企業規模別では，規模が大きいほど，防止対

策を講じている事業所の割合が高くなっている。   
 

 図表 4－8－１ 

                資料出所：労政・雇用対策課「平成 1５年度労働実態調査結果報告書」 

 

図表 4－８－２ 

                資料出所：労政・雇用対策課「平成 1５年度労働実態調査結果報告書」 
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 ＜仕事と育児・介護の両立支援＞  
 

（９）女性の年齢階級別労働力率 

女性の年齢階級別労働力率は，平成12年調査においても，出産・子育て期の30歳代前半が

谷となるＭ字カーブを示している。 

 
 図表４－9                        

                                資料出所：総務省「国勢調査」  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

年齢 15～20 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～

男性（宮城） 18.2 69.7 91.2 94.6 96 96.4 96.1 95.5 92.4 73.1 33.8

女性（宮城） 16.6 70.8 70.9 59.5 62.7 71 72.4 66 53.3 33.8 11.3

女性（全国） 16.6 72.7 69.9 57.1 61.4 69.3 71.8 68.2 58.7 39.5 14.4
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（10）育児休業制度 

  育児休業制度の規定のある事業所は７１．１％となっており，これを産業別に見ると，「金

融・保険業」が９８．３％で最も高く，次いで「教育，学習支援」が８４．９％，「情報通信

業」が８２．６％となっている。企業規模別では，規模が大きいほど制度のある割合が高く，

「300人以上」では規定のある事業所は９５．８％となっている。 

  育児休業制度の利用率は，男性１．９％，女性６７．８％となっている。  

 

図表４－10 

 

育児休業制度の有無 制度利用率  

ある なし 男女計 男性 女性 

全    体 71.1 28.9 21.1 1.9 67.8 

建 設 業 59.9 40.1 10.7 3.2 60.9 

製 造 業 75.8 24.2 14.3 1.6 67.4 

情報通信業 82.6 17.4 31.9 0 100.0 

運 輸 業 71.0 29.0 6.1 4.3 33.3 

卸売・小売業 69.9 30.1 12.4 0 48.9 

金融・保険業 98.3 1.7 16.0 0 44.0 

不 動 産 業 66.7 33.3 25.0 0 100.0 

飲食店，宿泊業 56.3 43.8 0 0 0 

医療・福祉 76.6 23.4 58.8 0 74.4 

教育，学習支援 84.9 15.1 33.3 0 77.8 
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分

類 

サービス業 71.6 28.4 19.6 3.4 70.3 

10～29人 48.4 51.6 23.5 6.3 45.1 

30～99人 76.5 23.5 26.1 4.2 65.2 

100～299人 89.3 10.7 18.6 0 69.6 

規

模

分

類 300人以上 95.8 4.2 20.1 1.3 77.7 

資料出所：労政・雇用対策課「平成15年度労働実態調査結果報告書」 
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（11）子どもを持つ労働者に対する支援制度 

  子どもを持つ労働者に対する支援制度の実施状況について調査したところ，「家族手当（扶

養手当）」を支給している事業所が全体の43.7％であった。また，「勤務時間の短縮制度」，

「所定外労働（残業等）の免除」，「始業・終了時刻の繰上げ・繰下げ」等は，事業主が講ず

べき措置として法に具体的に明記されていることから，それぞれ508箇所（30.7％），412

箇所（24.9％），356箇所（21.5％）と他に比べれば高い割合を示している。（複数回答） 

 

 

図表４－11 

 

資料出所：労政・雇用対策課「平成15年度労働実態調査結果報告書」 
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（12）ファミリー・サポート・センター※設置数  

平成１３年度は白石市，名取市，平成１４年度は仙台市で設置している。 

 

 図表４－12 

年   度 設  置  箇  所 

平成１３年度 白石市，名取市 

平成１４年度 仙台市，白石市，名取市 

平成１５年度 仙台市，白石市，名取市 

  ※地域において，育児の援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員となって相互援助活動を行う。  

                            資料出所：労政・雇用対策課 
 

 

 

 

 

（13）放課後児童クラブ設置数    

平成１５年度において，放課後児童クラブ数の設置数は1４３箇所で，整備率（設置箇所÷

小学校区数）は４４．０％となっている。 

  
図表 4－13 

 ※仙台市の地域以外を対象としている。                資料出所：子ども家庭課調べ 
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（14）専門的・技術的職業従事者における女性の参画状況 

以下のとおりとなっており，分野により偏りがある。 

           
図表 4－14 

 

         資料出所：厚生労働省「平成1４年医師・歯科医師・薬剤師調査」，仙台弁護士会・宮城県司法書士会・日

本公認会計士協会東北会・東北税理士会・土地対策課調べ 

    

総数(人） 女性の数(人） 女性の割合（％）

医師 （H14.12末） 4,620 598 12.9

歯科医師 (〃) 1,665 356 21.4

薬剤師 (〃) 3,852 2,112 54.8

弁護士 （H16.4.1) 229 28 12.2

司法書士 (〃) 267 35 13.1

公認会計士（会計
士補含む） （H16.4.末） 117 7 6.0

税理士 （H16.4.末） 1,007 61 6.1

不動産鑑定士（H16.4.1) 64 3 4.7
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５ 農林水産業・商工自営業における男女共同参画の実現 

－ともに働き 輝きある暮らし－ 

 

 ＜経営への女性の参画促進＞  
 

（1）農協正組合員数に占める女性の割合  

  平成１５年度において，農協正組合員数に占める女性の割合は，２１．９％となっている。  

 
図表 5－1 

     資料出所：産業人材育成課調べ  

 
 
（2） 農協役員に占める女性の数 

  平成１５年度において，農協に占める女性の役員数は，役員総数４４６人のうち２人（理事

１人，監事1人）となっている。 

 図表5－2  

年  度 役員総数 女性役員数 

平成1５年度 ４４６人 ２人（理事１人，監事1人） 

資料出所：産業人材育成課調べ 
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（3） 農業委員の状況   

平成１５年度において，農業委員数は１，１５５人（前年 1,174 人）で，うち女性数は１

８人（１市１１町）となっており，昨年度より１人減っている。  

                   

 図表5－3  

年   度  総  数 女 性 数 

平成１５年度 １，１５５人 １８人（１市11町） 

   

                              資料出所：産業人材育成課調べ 
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（4） 漁協正組合員に占める女性の割合 

平成１５年度において，漁協正組合員数は９，０７８人で，うち女性は３０８人で，割合で

は３．４％となっている。 

  

図表5－4 

 
資料出所：産業人材育成課調べ  

 

 

 
 
 
 

（5） 漁協役員に占める女性の数 

  平成１５年度において，漁協役員に占める女性数は，役員総数４６０人のうち１人（理事１

人）となっている。  

 

  図表5－5 

年 役員総数 女性役員数 

平成１５年度 ４６０人 1人 

資料出所：産業人材育成課調べ 

 
 
 

 

0

1

2

3

4

5

6

平成11年 13年 14年 15年 22年（目標年次）

％



 59

（6） 家族経営協定を締結した農家数 

平成１５年度までに家族経営協定を締結した農家数は３４３件に上っている。 

 
図表 5－６ 

 
                          資料出所：産業人材育成課調べ 

 
（7） 商工会役員に占める女性の割合 

平成１５年７月1日現在の商工会の役員総数は１，４４２人であり，うち女性は８６人であ

り，６．０％となっている。 

 

図表 5－７ 

年 役 員 総 数 うち女性数 割  合 

15年（7月） １，４４２人 ８６人 ６．０％ 

13年（9月） １，６５６人 ８８人 ５．３％ 

  ※この期間改選なし。                    資料出所：団体指導検査課調べ 
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 ＜起業支援＞  
 

（8） 農山漁村の女性の起業活動件数 

平成１５年度において，農山漁村の女性の起業活動件数は３５３件となっている。 
 
図表 5－８ 

 
                           資料出所：産業人材育成課調べ 
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６ 地域における男女共同参画の実現  －新しい生活文化の創造－   

 

＜地域活動への男性の参画と女性の人材育成＞  

 

（1） 男女共同参画等の名称を冠した窓口を設置した市町村の割合 
平成 16 年 4 月現在，男女共同参画等の名称を冠した窓口（課，係等）を設置している市

町村数は，11（7 市 4 町）で１５．９％になっており，内訳をみると，市７０％，町村６．

８％となっている。   

 
  図表 6－1  

      
                          資料出所：男女共同参画推進課調べ 

 

 

（2） 男女共同参画基本計画を策定した市町村の割合 

平成１５年度末で，１５（８市７町）で２１．７％になっており，内訳では市策定率８０％，

町村策定率１１．９％である。 

 
図表 6－2 

   

                         資料出所：男女共同参画推進課調べ 
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（3） ＰＴＡ会長に占める女性の割合 

平成１６年度のＰＴＡ会長に占める女性数は９５人で，割合では１２．１％となってい

る。 
  
 図表 6－3  

 
※ 公立小中学校，県立高校，特殊教育学校 

                           資料出所：生涯学習課調べ 

  
                                          

（4） みやぎ女性人材開発セミナー受講者数 

平成１０年度から事業開催し，平成１５年度までに１５７人が受講している。 

 
 図表 6－4 

 
                          資料出所：男女共同参画推進課調べ            

平成13年度 14年度 15年度 16年度
総数（人） 791 790 788 786
うち女性数（人） 97 92 105 95
女性の割合（％） 12.2 11.6 13.3 12.1
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1 社会全体における男女共同参画の実現  
                －男女平等社会へのシステム・チェンジ－ 
  

【施策の方向】 

（１） 政策・方針決定過程への女性の参画  

 

男女共同参画の指標              計画策定時   実 績   目標・予測指標     

◆県の審議会等委員における女性の割合          27.7％    29.1％     40％  

◆市町村の審議会等委員における女性の割合         17.1％     19.2％      30％  

◆男女共同参画に関する講座・イベントの開催市町村の割合  38％     42％    100％ 

 

各種審議会等委員等への女性登用を拡大するとともに，市町村等に対して女性の参画促進を

呼びかけた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

1．県の審議会等委員への女性登用の推進 総務部，環境生活部 

２．市町村の審議会等委員への女性登用拡大の働きかけ 環境生活部 

３．産業団体・労働団体等の役員への女性登用拡大の働きかけ 産業経済部 

４．県の管理職への女性職員登用の推進 総務部，教育庁 

５．県外郭団体・市町村等の管理職への女性職員の登用拡大の働きかけ 総務部 

  

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

「附属機関等の設置・運営に関する基本方針」に「附

属機関への男女の登用の均衡」を掲げるいる。 

また，「附属機関の設置及び構成員の選任等に関す

る条例」に基づき，附属機関等の設置及び構成員に

関する報告書をとりまとめ，議会に報告した。 

行 政 管

理課 

― ― 1．県の審

議 会 等 委

員 へ の 女

性 登 用 の

推進 

「審議会等への女性委員の登用推進要綱」により，

審議会委員への女性の登用計画に基づき，新設また

は改選期の審議会については，各部局から協議・承

認手続きを行うなど，県の審議会等への女性の登用

状況の把握に努め，女性の参画促進を図った。 

＊平成 16 年 4 月 29.1％（前年度 28.7％） 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 

２．市町村

の 審 議 会

等 委 員 へ

の 女 性 登

用 拡 大 の

働きかけ 

市町村における各種審議会等委員への女性の参画状

況については，調査し，市町村トップセミナーや課

長会議等を通じ，情報提供や女性登用拡大の働きか

けを行った。 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 

 

３．産業団

体・労働団

体 等 の 役

員 へ の 女

性 登 用 拡

役員への女性登用拡大について，様々な機会を捉え

て呼びかけに努めた。 
労政・雇

用 対 策

課 

― 

 

― 
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大 の 働 き

かけ 

・平成 16 年 4 月の人事異動に伴い，課長級以上の

女性職員の数は昨年と同数の 15 人（2.3％）とな

った。 

・係長級以上の役付き職員に占める女性の構成数は，

昨年度の 478 人から 506 人（13.7％）に増加

しており，女性職員の登用が進んでいる。 

 

人事課 ― ― 

 

４．県の管

理 職 へ の

女 性 職 員

登 用 の 推

進 

教職員の管理職への女性職員登用を促進した。 

 

・女性管理職総数は，ここ数年，110 人前後で推移

している。 

※ H15 年度 108 人，H16 年度 107 人 

 

・管理職は，前年度と比較して 1 名の減となってい

るが，代わりに指導主事・社教主事等の行政職へ

の登用は１名増となっている。 

（小・中・高・特殊教育諸学校，仙台市含まず） 

 

教 職 員

課 

― ― 

５．県外郭

団体・市町

村 等 の 管

理 職 へ の

女 性 職 員

の 登 用 拡

大 の 働 き

かけ 

関連事業として，市町村及び一部事務組合に対し，

次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動

計画（地方公共団体における仕事と子育ての両立支

援のための職務環境及び勤務形態等に関する行動計

画）の策定について説明会を開催した。 

・ 平成 16 年 2 月 25 日 

・ 宮城県自治会館 

・ 市 町 村 及 び 一 部 事 務 組 合 人 事 担 当 補 佐 等 

140 人 

市 町 村

課 

― 

 

― 

 

※ いずれも本県の事業を掲載するものであり，予算額の欄においては，事業に要する県の当初予算額を記載し

ているが，予算を伴わない事業については「―」としている。以下同じ。 

                       

 

（２）性別による役割分担意識の解消  

  性別による固定的な役割分担意識を解消するための啓発活動を推進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

６．男女共同参画に関する講座の開催・講師の派遣    環境生活部，教育庁 

７．男女共同参画を推進するための講演会・イベント等の開催 環境生活部，産業経

済部 

８．各種メディアの幅広い活用による啓発活動の実施 環境生活部 

           

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

６．男女共

同 参 画 に

関 す る 講

講師を派遣した。 

・ 中田町男女共同参画講演会（約 100 人） 

 平成 1５年７月 18 日 ほか 2１回派遣。 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 
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座 の 開

催・講師の

派遣 

みやぎ県民大学「生涯学習グループ自主企画講座」 

を実施した。 

 

伊達なクニづくり女性委員会 

1． 講座名：「みやぎ県民大学 in こごた」 

 時期：7 月 2 日，7 月 30 日，8 月 6 日，8 月

30 日（4 日間，各 4 時間） 

 場所：小牛田町公民館，小牛田町内 

 対象：一般成人 

 内容：男女共同参画社会をめざして，地域づくり

と国際交流を考える。郷土の歴史や文化に

ふれ，地域の連帯を深める。 

 受講者：161 名 

 

2． 講座名：「みやぎ県民大学 in 雄勝」 

 時期：７月 9 日，８月 28 日，9 月 17 日，10

月 15 日（4 日間，各 4 時間） 

 場所：雄勝町公民館，雄勝町内 

 対象：一般成人 

 内容：①地域における男女共同参画のあり方を学

び，生き生きした人づくりをめざす 

②郷土の歴史や文化を知り，住みやすい地

域づくりを考える。 

 受講者：134 名  

生 涯 学

習課 

    1,323

の一部 

 1,456の 

一部 

男女共同参画の日普及推進事業を実施した。 

 

○「みやぎパートナーズデー」男女共同参画フォー

ラム in おおがわら 

１ 日時   平成 15 年 7 月 31 日 

２ 会場   えずこホール（大河原町）   

３ テーマ  広げよう!「男女共同参画」の輪 

       吉永みち子氏講演「社会でも家庭

でも自分らしく」 

      パネルディスカッション      

      「豊かな地域づくりをパートナーシ

ップで」 

４ 参加者  約 250 人 

 

○男女共同参画川柳コンクール 

応募総数 324 点  入賞 14 点 

5,640 4,500 

県政広報展示室「『みやぎの女性史』から～写真でみ

るみやぎの女性～」を開催した。 

・ 期間 平成 16 年 6 月 30 日 

～平成 15 年 8 月 15 日 

・場所 県庁本庁舎 18 階県政広報室展示スペース 

・展示品 『みやぎの女性史』から 21 点の写真  

・来場者数 2,333 人（小学生 633 人，中学

生 17 人，一般 1,683 人） 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 

７．男女共

同 参 画 を

推 進 す る

た め の 講

演会・イベ

ン ト 等 の

開催 

２００４！農山漁村パートナーシップ推進宮城県大

会を開催した。 

 

・ 時期 平成１６年１月２８日 

・ 場所 仙台市民会館 

・ 内容 基調講演，農業・農村活性化女性グルー

プ表彰，共同宣言 

・ 参集者 農林漁業従事者，一般県民 

 約９００人 

 

産 業 人

材 育 成

課 

1,289 1,076 
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 １ 宮城県働く婦人の家連絡協議会と共催で以下の

イベントを開催した。 

〇 働く女性のつどい 

日時  平成 16 年 2 月 21 日 

場 所  名取市文化会館 

対象者  働く婦人の家利用者，県民等 

約 800 人 

〇 働く女性のセミナー 

日 時  平成 15 年 11 月 30 日 

場 所  亘理町働く婦人の家 

対象者  働く婦人の家利用者，県民等 

約 100 人 

 

日 時  平成 16 年２月 15 日 

場 所  白石市碧水園 

対象者  働く婦人の家利用者，県民等 

約 150 人 

 

２ 厚生労働省が定めている「男女雇用機会均等月

間」について，県中小企業支援センターが発行す

る情報誌「みやぎ企業情報」に掲載を依頼し周知

した。 

   発行部数  ３，０００部 

      配 布 先   県内中小企業者等 

労政・雇

用 対 策

課 

450 400 

８．各種メ

デ ィ ア の

幅 広 い 活

用 に よ る

啓 発 活 動

の実施 

「川柳コンクール」，「女性に対する暴力をなくす運

動」などについて，新聞・ラジオを通じ，広報活動

を行った。 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 

 

 

（３）男女共同参画の視点による広報・啓発活動の実施 

  男女共同参画の視点に立った表現の推進や啓発に努めた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

９．男女共同参画の視点に立った県広報とガイドラインの作成の検討 環境生活部 

10．メディアや広報を実施する企業・団体に対する自主的な取組への働

きかけ 

環境生活部 

11．性差別表現を批判的な視点でとらえる能力を高める学習機会の提供 環境生活部 
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施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

９．男女共

同 参 画 の

視 点 に 立

っ た 県 広

報 と ガ イ

ド ラ イ ン

の 作 成 の

検討 

内閣府作成の「男女共同参画の視点からの公的広報

の手引」を庁内各課に配布した。 
男 女 共

同 参 画

推進課 

 ― ― 

10．メデ

ィ ア や 広

報 を 実 施

す る 企

業・団体に

対 す る 自

主 的 な 取

組 へ の 働

きかけ 

男女共生いきいきワーキング推進事業を実施した。 

 

職場での男女共同参画の取組状況を調査するとと

もに，優良事例を表彰・紹介することによって，多

くの企業の一層の取組促進を図った。（メディアも

対象） 

男 女 共

同 参 画

推進課 

2,500 11,000 

の一部 

 

11．性差

別 表 現 を

批 判 的 な

視 点 で と

ら え る 能

力 を 高 め

る 学 習 機

会の提供 

男女共同参画啓発副読本を作成した。 

 

１ 配布対象  県内（仙台市を除く）の小学校 4

年生全員（4 年生から 6 年生までの 3 年間使用する） 

        14,000 部作成 

２ 掲載内容 「男は仕事，女は家庭」といった性別

による固定的な役割分担意識の解消に主眼を置い

て，子どもたちが身近なテーマで考えられるものと

した。（平成 13 年度～） 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

2,013 ― 

 

 

  

（４）調査・研究，情報の収集・提供の充実   

  定期的な情報収集を行い，また，県及び市町村の男女共同参画に関わる情報を集中・ネット

化し，県民と情報の共有が可能になるように努めた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

12．県民の意識や実態等の定期的調査の実施 環境生活部 

13．国，都道府県，市町村，企業，団体等の情報を収集，整理し，県民

等へ提供 

環境生活部 
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施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

12．県民

の 意 識 や

実 態 等 の

定 期 的 調

査の実施 

市町村における男女共同参画社会の形成又は女性に

関する施策の推進状況を調査し，情報提供した。 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 

13．国，

都道府県，

市町村，企

業，団体等

の 情 報 を

収集，整理

し，県民等

へ提供 

国，都道府県，市町村，企業，団体等の情報を収集，

整理し，ホームページに掲載した。 
男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 
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２ 家庭における男女共同参画の実現 －共生と幸せの原点－          

            

【施策の方向】 

（１）共に築く家庭生活への支援  

   男女が，家族の一員として相互に協力しながら，責任を担う意義を理解し，必要な知識・

技術を身につけるための啓発を実施した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

14．互いに支え合う社会的機運の醸成 環境生活部，保健福

祉部，教育庁 

15．男女が協力し，責任を担うという意識の啓発・学習機会の提供 環境生活部，産業経

済部，教育庁 

 

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

男女共同参画の日普及推進事業を実施した。（再掲） 

 

男女共同参画に関する問題の理解と意識の高揚を

図るため，8 月 1 日のみやぎ男女共同参画の日（み

やぎパートナーズデー）を記念した啓発イベントを

開催した。 

 

5,640 

 

4,500 

 

みやぎ男女共同参画相談室で，夫婦関係，親子・家

庭等に関する相談を受け付けた。 

男 女 共

同 参 画

推進課 

5,500 5,500 

14．互い

に 支 え 合

う 社 会 的

機 運 の 醸

成 

ひとり親家庭に対する支援を行った。 

 

○母子相談員設置事業を実施した。 

 各保健福祉事務所に設置 配置人員数：１０名 

 

○母子寡婦福祉資金貸付事業を実施した。 

 主な貸付：修学資金，就学支度資金，就職支度資

金，生活資金，住宅資金等（母子福祉

資金１３種類，寡婦福祉資金１２種類） 

 平成 15 年度貸付総額：86,372,540 円 

 

○母子家庭等自立促進対策事業を実施した。 

  自立促進講習会（年１２回実施） 

特別相談事業（年４２回実施） 

母子父子家庭等電話相談事業（日曜日実施） 

母子世帯等実態調査    

 

○児童扶養手当給付事業を実施した。 

 父と生計を同じくしていない児童を監護する母又

はその児童を養育する者に対し支給される。 

  平成 15 年度支給延べ人数：51,224 人 

  平成 15 年度支給総額：2,043,893,000 円 

 

○母子・父子家庭医療費助成事業を実施した。 

 市町村が母子・父子家庭に医療費を助成した場合，

その助成額の１／２を補助。 

  

子 ど も

家庭課 

2,612,321 2,690,212 
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家庭教育手帳による家庭教育の意識啓発を行った。 

 

  平成 15 年度版 家庭教育手帳 

‥‥母子手帳交付時，就学 

時健診，小学校 5 年生に

配布 

   

― ―  

子育て学習の推進市町村事業 

お父さんの家庭教育参加促進事業 

 

生 涯 学

習課 

2,100 1,119 

男女共同参画の日普及推進事業を実施した。（再掲） 

 

男女共同参画に関する問題の理解と意識の高揚を

図るため，8 月 1 日のみやぎ男女共同参画の日（み

やぎパートナーズデー）を記念した啓発イベントを

開催した。 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

5,640 4,500 

 

「雇用・労働フォーラム」を開催した。 

 

 日 時  平成１５年 8 月 20 日 

 場 所  仙台市シルバーセンター 

 テーマ  「若年者の就職について」 

 参加人員 199 名 

労政・雇

用 対 策

課 

230 224 

人権意識を培うための教育の在り方について実質的

な研究を行い，人権教育に関する指導方法等の改善

及び充実を図った。 

・人権教育研究指定校 

  築館町立富野小学校（平成 15・16 年度） 

  さくら幼稚園   （平成 14・15 年度） 

 

義 務 教

育課 

― 

 

― 

 

全国ユースフォーラムへ高校生を参加させた。 

 

・学校からの推薦をもとに，選考し 3 名を参加させ

た。 

・8 月中 ３日間 

・東京都オリンピックセンター 

・分科会テーマの中に「男女について，どこから差

別」  

 

高 校 教

育課 

― ― 

15．男女

が協力し，

責 任 を 担

う と い う

意 識 の 啓

発・学習機

会の提供 

・家庭教育手帳による家庭教育についての意識啓発

を行った。（再掲） 

・子育て学習の推進市町村事業の講座の中で関連し

た内容で実施した。 

生 涯 学

習課 

① ― 

 

②9,９00 

① ― 

 

② － 

   

 

（２）子育て支援 
   

男女共同参画の指標      計画策定時     実 績    目標・予測指標     

◆一時保育の実施箇所         16箇所      16箇所     70箇所  

◆延長保育の実施箇所          80箇所       87箇所      200箇所  

◆休日保育の実施箇所         なし        なし    市町村の実情に応じて推進 

◆乳児保育等の実施箇所        50箇所       17箇所     200箇所 

◆地域子育て支援センター設置数    34箇所       39箇所     70箇所 
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   多様で質の高い保育サービスの整備・充実，子育ての孤立感や不安の解消を図るための相

談・支援体制の充実に努めるとともに，地域に密着した子育て支援施設の整備を促進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

16．保育所の整備と保育サービスの充実 保健福祉部 

17．地域の子育て支援 保健福祉部 

18．児童館等の整備促進 保健福祉部 

19．子育て講座の開設 保健福祉部，教育庁 

20．相談事業等の充実と各相談機関相互の連携強化 環境生活部，教育庁 

                   

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

16．保育

所 の 整 備

と 保 育 サ

ー ビ ス の

充実 

保育所整備事業（5 保育所）     38,584 千円 

乳児保育促進事業（17 保育所）   22,131 千円 

延長保育事業（87 保育所）    317,818 千円 

保育所地域活動事業（175 事業）  5,687 千円 

へき地保育事業（22 保育所）   88,359 千円 

障害児保育事業（7 保育所）     1,610 千円 

地域子育て支援センター事業（39 か所） 

162,545 千円 

一時保育事業（16 保育所）    19,966 千円 
 

子 ど も

家庭課 

720,705 903,266 

※16年度から

子育て支援室 

17．地域

の 子 育 て

支援 

地域全体で子育てを支援するために，保育所におけ

る一時保育を推進，地域子育て支援センターの設置

を推進した。 

 

・地域子育て支援センター（39 か所） 

162,545 千円 

・一時保育事業（１６保育所）   19,966 千円 

 

子 ど も

家庭課 

190,360 202,082 

※16年度から

子育て支援室 

18．児童

館 等 の 整

備促進 

市町村児童館（児童センター）の整備に対する補助

を行った。 

 

・名取市ゆりが丘児童センターの整備 

・補助金額  18,205 千円 

（県１／３，国１／３） 

 

子 ど も

家庭課 

18,730 33,956 

19．子育

て 講 座 の

開設 

子育て支援親子ふれあい塾を実施した。 

 

中央児童館を会場に１泊２日（15.9.27～28）によ

り開催し，15 組 38 名が参加し，親子間や他の親

子との交流を深め，子育てに関する情報交換等を行

った。 

 

子 ど も

家庭課 

224 177 
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 子育て学習推進事業を実施した。 

 

① 県事業 

 家庭教育力活性化支援協議会 

・ 12 人の委員で，家庭教育支援事業全体の実施

計画，運営に関すること，関係機関・団体との

連携協力に関すること，市町村事業の支援に関

することについて協議した。 

・ 移動協議会として県内 5 箇所でフォーラムを開

催した。 

② 市町村事業 

・ 就学時検診等を活用した子育て講座 579 講座 

・ 思春期の子どもを待つ親のための子育て講座

331 講座 

・妊娠期子育て講座 73 講座 

生 涯 学

習課 

 

 

 

① 663 

 

 

 

②9,900 

 

 

 

― 

 

 

 

― 

 

子どもメンタルクリニックを開催した。 

 

平成 15 年度 延べ受診者数 3,913 人 

 

7,136 7,631 

子どもデイケア（平成 15 年 9 月～）を実施した。 

 平成 15 年度 登録者数 12 人  

延べ利用実績 591 人 

10,316 4,000 

家庭児童相談室で相談を受け付けた。 

 

相談受付件数 583 件（県所管分） 

相談指導回数 5,681 回（  〃 ） 

  

子 ど も

家庭課 

19,392 19,274 

20．相談

事 業 等 の

充 実 と 各

相 談 機 関

相 互 の 連

携強化 

すこやかテレホン相談を実施した。 

 

 実施場所：教育庁生涯学習課ダイヤル相談室 

 対象  ：乳幼児を持つ親及び小・中・高校生を

持つ親 

 

 期間及び相談日時 H15.4.1～ H16.3.31 

   毎週月曜日～金曜日の 10：00～16：00 

   FAX は 24 時間受付 

平成 15 年度相談件数 

総数 652 件（内訳 子育て支援 616 件） 

※ 30 代の女性の保護者からの相談が多い。 

 30 代 55％，40 代 19％，20 代 13％ 

 

生 涯 学

習課 

1,674 1,750 

 

 

（３）介護支援 

介護者を支援するために，高齢者を男女が共に，また社会全体で支えていく体制の整備を図

るとともに，情報提供や相談・支援体制の整備を図った。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

21．介護保険制度の適正利用の促進 保健福祉部 

22．介護に携わる人材の養成・確保 保健福祉部 

23．情報提供や相談・支援体制の整備・促進 保健福祉部 

24．男性への介護知識や介護技術の普及 保健福祉部 
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施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

高齢者生活支援・生きがい健康づくり事業を実施し

た。 

 

・要保護状態にならないよう，市町村がメニューの

中から採択した生きがい活動支援通所事業や転倒

骨折予防教室等の事業に対し，補助を実施した。 

国庫補助メニュー 43 メニュー 

（国 1/2，県 1/4，市町村 1/4） 

県単補助メニュー 12 メニュー 

（県 1/2，市町村 1/2） 

・主なメニューの実施状況は下記のとおり。 

①配食サービス    53 市町村 

②転倒骨折予防教室  37 市町村 

③生きがい活動支援通所事業 60 市町村 

④バリアフリー住宅普及促進 23 市町村 

 

長 寿 社

会 政 策

課 

760,000 700,444 21．介護

保 険 制 度

の 適 正 利

用の促進 

・パンフレット「よくわかる介護保険」（20,000 部

作成）の配布による啓発を行った。 

・各種団体や住民の勉強会等に講師として出席説明

し，適正利用の促進を図った。（出席数 10 回，参

加人数 延べ 347 名） 

 

介 護 保

険室 

1,000 1,260 

22．介護

に 携 わ る

人 材 の 養

成・確保 

訪問介護員研修を実施した。 

 

・訪問介護適正実施研修（サービス提供責任者対象） 

カリキュラム：15 時間（3 日間） 

 受講定員：1 回あたり 20 人×2 回 

 

・テーマ別技術向上研修（訪問介護員対象） 

 実施方針：3 テーマ（1 日１テーマ）を設定し，

2 か所で実施 

 受講定員：1 テーマあたり 25 人×3 テーマ 

×2 回 

 

長 寿 社

会 政 策

課 

2,668 2,532 

介護保険関係システム整備事業を実施した。 

 

独立行政法人福祉医療機構が構築・整備している

情報ネットワークシステム「WAM NET」に対し，

最新の事業者情報を提供し，利用者等への情報提供

を図った。 

また，宮城県ホームページにおいて，介護保険に

係る情報提供を行っている。 

 

介 護 保

険室 

1,367 

の一部 

 1,275 

の一部 

23．情報

提 供 や 相

談・支援体

制 の 整

備・促進 

苦情処理体制運営事業を実施した。 

 

介護保険制度上，サービス事業者等に対する利用

者からの苦情・相談等に対して，国民健康保険団体

連合会が必要な処理を行うこととなっており，苦情

処理業務を円滑に進めるための運営経費について補

助を行った。 

※県・各市町村・国保連合会での受付件数 734 件 

 

介 護 保

険室 

14,056 13,590 

24．男性

へ の 介 護

知 識 や 介

県民等を対象に介護実習・普及事業を実施した。 

 

・介護基礎講座  ４回（男性７人，女性 55 人） 

・一泊介護講座   2 回（男性０人，女性 29 人） 

長 寿 社

会 政 策

課 

51,162 50,214 
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護 技 術 の

普及 

・スポット講座 26 回（男性 115 人，女性 528 人） 

・出前講座  11 回（男性 9 人，女性 383 人） 

 

 

（４）高齢者の自立支援  

  男性も女性もいずれもが，高齢期に経済的・社会的に自立するための施策の充実を図るとと

もに，生き生きと安心して快適に暮らすことができるような生活環境の整備を推進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

25．就労支援 保健福祉部，産業経

済部 

26．社会全体のバリアフリー化の推進 保健福祉部，土木部 

27．仲間づくり，生きがいづくり，健康づくりなどの活動の支援 保健福祉部，教育庁 

 

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

高齢者総合相談センター運営事業を実施した。 

 

高齢者総合相談センター（高齢者に関する心配ご

とや悩みごとなど総合的な相談窓口の開設）の受託

運営 

 

長 寿 社

会 政 策

課 

  121,621

の一部 

 

113,550 

の一部 

25．就労

支援 

シルバー人材センターの設立・育成事業を実施した。 

 

・平成 15 年度新規設立センター数  7 センター 

  県内センター数  30 センター 

・補助金を交付したセンター数  14 センター（連

合会を含む） 

 

    設置数  男性会員 女性会員 

平成 14 年度 23  6,758 人 2,566 人 

平成 15 年度 30  7,753 人 2,914 人 

 

労政・雇

用 対 策

課 

34,900 33,690 

26．社会

全 体 の バ

リ ア フ リ

ー 化 の 推

進 

バリアフリー住宅普及促進事業を実施した。（再掲） 

（高齢者生活支援・生きがい健康づくり事業のう

ちの 1 メニューで県単補助事業） 

 

・おおむね 65 歳以上の高齢者及び要介護認定にお

いて要支援以上と認められた 40 歳から 64 歳ま

での方に対し，その住宅のバリアフリー化を進め

るため，１世帯あたり最大 18 万円の補助を実施

した。（県 1/2，市町村 1/2。所得制限あり。） 

・平成１５年度から介護保険制度との併用を可能と

し，利用者の範囲を拡大した。  

・県内 23 市町村（仙台市除く）でメニュー採択し

ているが，利用件数は 97 世帯であった。 

 

長 寿 社

会 政 策

課 

18,000 18,000 
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バリアフリーの普及に努めた。 

・意識啓発①福祉のまちづくり普及啓発事業 

    ②「バリアフリー国体」フォローアップ

事業 

・人づくり①バリアフリーみやぎ推進ネットの支援 

・情報提供①多目的トイレ標識設置事業 

・生活環境整備①整備基準の検討 

  ②小規模公益的施設バリアフリー化促進事業 

③県有施設ユニバーサルデザイン整備検討事業 

 

地 域 福

祉課 

7,644 8,034 

県営住宅の入居に当たり，高齢者や障害者，母子世

帯を優先的に取扱い，生活の安定を図った。 

 

公開抽選の範囲の中で，平成 13 年度には抽選確

率の優遇措置を導入し，平成 14 年度には対象者及

び割当住宅の基準の見直しを実施して優先対象者の

入居を促進してきており，平成 15 年度においても

継続して優遇対象者の入居を促進した。 

6,521 

の一部 

8,917 

の一部 

県営住宅に階段手すりを設置し，バリアフリー化を

進めた。 

 

 昭和 54 年度から平成３年度まで建築された住宅

を対象に計画的に設置しており，8 団地 1,054 戸に

設置工事を実施した。 

（年度末現在，設置対象戸数５，５５９戸のうち，

85％の 4,716 戸が設置完了。） 

14,437 15,206 

高齢者等住宅改造相談を行った。 

 県政だより等を活用し，事業の周知を図った。 

 

1.対 象 者：県内（仙台市を除く）に居住する高齢

者等又はその家族 

2.相談内容：高齢者等が居住する住宅の改造等の設

計,施工,法規,助成制度等に関すること 

3.相談方法：相談の申込みを受けて,建築士が直接相

談者の家庭を訪問し,アドバイスを行

う。 

4.相 談 料：無料 

5.委 託 先：（社）宮城県建築士会 

6.訪問相談件数：6 件 

 

467 465 

 

高齢者円滑入居賃貸住宅の登録・閲覧制度を実施し

た。 

 

1.登録 

・賃貸住宅の貸主は,県の指定登録機関に登録を申

請することができる。 

・指定登録機関：（財）宮城県建築住宅センター 

・登録料：無料 

2.閲覧 

・指定登録機関の窓口又はホームページ（高齢者

居住支援センターのホームページにリンク（全

国の登録情報の閲覧が可能）） 

3.登録件数等 

・105 件 1,912 戸（H16．3.31 現在） 

住宅課 

3,616 

の一部 

3,657 

の一部 
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 ○ 「だれもが住みよい福祉の まちづくり条例｣ に

基づく，建築物の整備に関する届出書の受理，審

査，指導助言等を行った。 

 

○｢高齢者･身体障害者が円滑に利用できる特定建築

物の建築の促進に関する法律｣がこれまでの努力

義務から一定規模以上の特別特定建築物について

義務化され，建築確認の際審査対象とする改正が

なされたことから，建築士会等の建築関係団体に

働きかけて講習会を開催した。また，同法に基づ

く指導・助言，計画の認定等を行った。 

建 築 宅

地課 

― ― 

27．仲間

づくり，生

き が い づ

くり，健康

づ く り な

ど の 活 動

の支援 

明るい長寿社会づくり推進事業を実施した。 

・世代間ふれあい交流事業の実施 

（平成 15 年 10 月 26 日 石巻市民会館） 

・情報誌「いきいきライフみやぎ」の発行（年４回） 

 

みやぎシニアカレッジ運営事業を実施した。 

・宮城シニア美術展の開催 

 （平成 15 年 11 月 27 日～11 月 30 日 県美

術館県民ギャラリー） 

・宮城いきいき学園（仙南校，大崎校，石巻校，気

仙沼・本吉校，登米・栗原校）の運営 

・ねんりんピックへの参加（第 16 回徳島県） 

 

高齢者総合相談センター運営事業を実施した。（再

掲） 

・ 高齢者総合相談センター（高齢者に関する心配

ごとや悩みごとなど総合的な相談窓口の開設）

の受託運営（相談件数：3,000 件） 

 

いきいきＳＵＮクラブの運営 

 

長 寿 社

会 政 策

課 

121,621 113,550 

 

 

（５）生涯を通じた心とからだの健康づくりへの支援 

  健康教育や相談体制を充実させるとともに，各ステージに応じて，女性の健康の保持増進を

図った。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

28．生涯を通じた女性の健康保持増進の支援 保健福祉部，教育庁 

29．妊娠・出産期における母子の健康確保の推進 保健福祉部，教育庁 

30．「性と生殖に関する健康と権利」の考え方の浸透・定着 環境生活部，保健福

祉部，教育庁 
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施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

１ 女性の健康相談事業を実施した。 

 イ宮城県女医会への助成 

   女性特有の病気や悩みに対応するため，宮城

県女医会が仙台市内で実施している女性医師に

よる相談会を県内地域で展開するため，県女医

会に対し，県がその経費を助成。 

ロ 事業ＰＲ 

  ①県政だよりや市町村広報紙に掲載したほか，

マスコミに情報提供 

  ②保健所及び市町村関係職員を対象に，女性の

健康相談事業のＰＲを兼ね，性差に基づく医

療，保健サービスの必要性について研修会を

開催 

 

２ 女性の健康課題検討会を開催した。 

  宮城における女性の健康課題を明確にするた

め，専門家による検討会開催。（3 回） 

健 康 対

策課 

3,000 2,763 28．生涯

を 通 じ た

女 性 の 健

康 保 持 増

進の支援 

性教育推進専門医等指導者派遣支援事業を実施し

た。 

 １ 対象 

   県内 7 教育事務所管内の中学校３校計 21 校

を対象として実施した。 

2 内容 

  生徒及び教職員並びに保護者を対象として，講

演会，研修会等に専門医等講師を派遣した。 

ス ポ ー

ツ 健 康

課 

473 462 

周産期医療対策事業を実施した。 

 

 地域において妊娠，出産から 総合的な周産期医

療体制の整備を進めるための協議会の運営や補助事

業を行った。             

協議会 年２回，作業部会 年２回 

先天性代謝異常症等発生防止対策事業を実施した。 

 

フェニールケトン尿症等５種類の先天性代謝異常

及び先天性甲状腺機能低下症の検査を実施し，障害

の発生を防止した。 

総検査数：32,662 件 

 

神経芽細胞腫検査事業を実施した。 

 

 小児がんのひとつである神経芽細胞腫検査を６カ

月児に実施することで早期に発見し，乳幼児の健康

を保持した。 

総検査数：7,475 件 

 

2 9 ． 妊

娠・出産期

に お け る

母 子 の 健

康 確 保 の

推進 

市町村母子保健推進事業を実施した。 

 

 市町村が実施する母子保健事業に対して負担金及

び補助金を交付した。 

・１歳６カ月児及び３歳児健康診査事業費負担金 

15,768,846 円 

・児童環境づくり基盤整備事業費補助（育児等健康

支援事業）          5,132,000 円 

・民間児童厚生施設等活動推進事業（児童ふれあい

交流促進事業）         165,000 円 

子 ど も

家庭課 

1,075,808 155,471 

※医療整備課の

予算と合算 
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未熟児訪問指導事業を実施した。 

 

 未熟児を養育する保護者への育児支援を，訪問指

導等を通じて行った。  

家庭訪問指導件数：延べ 324 

未熟児養育医療給付事業を実施した。 

 

 医療を必要とする未熟児に対し，その養育に必要

な医療の給付を行い又はこれに代えて養育医療に要

する費用を支給した。 

受給実人員：176 人 42,337,155 円 

 

乳幼児医療費助成事業を実施した。 

 

乳幼児期の医用費に係る経済的負担を軽減し，適

切な受診機会を確保することにより，児童の健全育

成を図った。 

 

    

性教育推進専門医等指導者派遣支援事業を実施し

た。（再掲） 

 １ 対象 

   県内 7 教育事務所管内の中学校３校計 21 校

を対象として実施 

２ 内容 

  生徒対象並びに教職員及び保護者を対象とし

て研修会，講演会等に専門医等の講師を派遣  

 

ス ポ ー

ツ 健 康

課 

473 462 

みやぎ男女共同参画相談室で，健康等に関する相談

を受け付けた。（再掲） 
男 女 共

同 参 画

推進課 

5,500 5,500 

思春期保健事業を実施した。 

 

・各保健所における健康教育の実施        

8 回実施 1,282 人参加 

・啓発普及事業  小冊子の配布 

子 ど も

家庭課 

― ― 

宮城県性教育指導者研修会を実施した。 

 

・ 開催日 平成 16 年 1 月 21 日 

・ 場所  県庁講堂 

・ 参加者 教職員，学校医，産婦人科医，保健師，

助産師 青少年健全育成関係者等 168 人 

・ 内 容 基調講演及びシンポジウム 

 

50 50 

30．「性

と 生 殖 に

関 す る 健

康と権利」

の 考 え 方

の浸透・定

着 

性教育推進専門医等指導者派遣支援事業を実施し

た。（再掲） 

 １ 対象 

   県内 7 教育事務所管内の中学校３校計 21 校

を対象として実施 

２ 内容 

  生徒対象並びに教職員及び保護者を対象とし

て研修会，講演会等に専門医等の講師を派遣  

 

ス ポ ー

ツ 健 康

課 

473 462 
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（６）男女間における暴力の根絶 

  広報・啓発活動や暴力の発生を防ぐ環境づくりを推進した。また，相談支援体制を充実させ

るとともに，関係機関が相互に協力し，被害者のニーズに対応した支援活動を効果的に行う体

制づくりを進めた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

31．暴力を根絶し，発生を防ぐための意識啓発 保健福祉部，警察本

部 

32．関係機関の取組の推進と連携強化 保健福祉部，警察本

部 

33．一時保護の充実 保健福祉部 

34．被害者へのカウンセリング・相談体制の充実 保健福祉部，警察本

部 

35．被害者への自立生活の支援・情報提供 保健福祉部 

36．被害者の自立を総合的に支援する拠点施設の整備 保健福祉部 

 

  

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

○機関誌「ひなげし」第 17 号を発行し，関係機関

に配布した。 

  発行部数：各２００部  

○啓発用リーフレット，ポケットティッシュを街頭

配布した。 

  配布数：１，０００部 

 

子 ど も

家庭課 

381 348 31．暴力

を根絶し，

発 生 を 防

ぐ た め の

意識啓発 

１ 部内（警察職員）への意識啓発等を行った。 

(1)  ストーカー・ＤＶ実戦塾の開催 

県下２５署の生安，刑事，地域各課代表者に

対する教養 

(2)  警察本部内教養会議 

 (3)  各警察署への業務指導 

 

２ 住民への意識啓発等を行った。 

  (1) 各種会合等におけるＤＶ防止法の講話 

 

生 活 安

全 企 画

課 

― 

 

― 
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婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会を開

催した。 

 設  置：平成１４年６月 

 参集機関：仙台地方裁判所，仙台家庭裁判所，

仙台法務局人権企画課，県男女共同

参画推進課，保健福祉事務所及び各

市福祉事務所，各地域子どもセンタ

ー，婦人相談所，精神保健福祉セン

ター，警察本部生活安全部生活安全

企画課，宮城野婦人寮，各母子生活

支援施設，宮城県医師会，キャップ

ネット・みやぎ，仙台女性への暴力

防止センター 等    46 機関 

 開催回数：1 回（平成 15 年 8 月） 

 

子 ど も

家庭課 
― ― 32．関係

機 関 の 取

組 の 推 進

と 連 携 強

化 

被害者等保護関連相談を実施した。 

 

みやぎ女性総合支援センター（女性相談センター）

と県警ストーカー対策室との連絡体制のホットラ

イン化 

 

生 活 安

全 企 画

課 

― ― 

33．一時

保 護 の 充

実 

一時保護を実施した。 

 

・平成 15 年度実施状況 

一時保護所 １か所 定員 10 人 

  保護件数実績：125 件 

 

子 ど も

家庭課 

6,646 10,325 

女性相談員設置事業を実施した。 

 

女性相談センター及び各福祉事務所に女性相談員を

配置。 

 女性相談員配置状況 9 名（14 年度より 1 名増） 

  相談件数  3,976 件 

 

子 ど も

家庭課 

17,797 19,131 

相談受理，事件現場対応，事件処理等適切に実施で

きるよう配慮した。 

・教養等 

  (1)  相談員に対するＤＶ事案等の教養 

  (2)  ＤＶ実戦塾の開催（県下２５署の生安，刑

事，地域各課の代表者教養) 

 

相談しやすい環境づくりを実施した。 

・カウンセリング体制等 

   被害者からの要望等により，カウンセリング等

のため，県警被害者支援室との連携。 

生 活 安

全 企 画

課 

― ― 

34．被害

者 へ の カ

ウ ン セ リ

ング・相談

体 制 の 充

実 

性犯罪１１０番（電話相談），面接相談，付き添い支

援を行った。 

 

 (1)  被害者の心理的混乱の整理に努め，警察の

早期介入を促した。 

 (2)  長期的，慢性的な暴力により失われた安

全・安心感の再構築を目指し，関係機関への

効果的な引継ぎを行った。 

 

警務課 ― ― 

35．被害

者 へ の 自

立 生 活 の

要保護女子について，婦人保護施設に収容して生活

指導又は職業指導上の必要な指導を行い，自立を支

援する。また，母子生活支援施設で DV 被害者の受

入を進めた。 

子 ど も

家庭課 

117,501 112,024 
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支援・情報

提供 

 

・婦人保護施設 １カ所 定員 20 人 

             保護件数：40 件   

 県外の婦人保護長期収容施設への入所委託 

２人 

・母子生活支援施設 ４か所 定員７０世帯 

          ＤＶによる入所：21 世帯 

※仙台市を除く 

 

36．被害

者 の 自 立

を 総 合 的

に 支 援 す

る 拠 点 施

設の整備 

平成１５年３月に整備した「みやぎ女性総合支援セ

ンター」の運営を行った。 

 

子 ど も

家庭課 

― ― 
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３ 学校における男女共同参画の実現 －自立と共生の心を育む－ 

 

【施策の方向】 

（１）県立高校における男女共学化 

  男女別学校については，関係者の理解を得ながら，男女共学化を推進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

37．「県立高校将来構想」の着実な実現 教育庁 

 

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

37．「県

立 高 校 将

来構想」の

着 実 な 実

現 

○６校について，共学化の開始年度を発表し，共学

校への移行に向けた準備を進めた。 

  

＊開始年度 

 平成 17 年度  古川高等学校 

  平成 18 年度  仙台第二高等学校，石巻高等

学校，石巻女子高等学校，石

巻商業高等学校 

  平成 22 年度  第三女子高等学校 

 

○「県立高校将来構想」の後期計画の中で，白石高

校と白石女子高校の再編統合を発表した。 

高 校 教

育課 

74 1,020 

 

 

（２）男女平等教育の推進 

  自立の意識を育み，男女平等の理念を推進する教育・学習の一層の充実を図った。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

38．教職員の男女共同参画に関する理解の促進 教育庁 

39．児童・生徒が男女の固定的なイメージを持つことのないような指導

や学校運営 

教育庁 

40．学校行事等を活用した保護者に対する意識啓発 教育庁 

41．男女共同参画の視点に立った教材の充実 環境生活部，教育庁 

   

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

講師を派遣した。 

・宮城県高等学校長協会家庭部会総会・研究協議会 

「高校教育と男女共同参画」平成 15 年 6 月 13 日 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 38．教職

員 の 男 女

共 同 参 画

に 関 す る

理 解 の 促

進 

研修会を開催した。 

・小中学校新任校長研修会 

「教育の今日的課題‐男女共同参画社会について

‐」 

教 職 員

課 

― ― 
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男女混合名簿の導入促進を図った。 

 

       小学校 中学校（平 15.4 調査） 

指導要録  75％  38％ 

 出席簿   75％  38％ 

健康簿   60％  30％ 

 

       小学校 中学校（平 16.4 調査） 

指導要録  80％  37％ 

 出席簿   80％  37％ 

健康簿   66％  28％ 
※仙台市含まず. 

 

義 務 教

育課 

― ― 3 9 ． 児

童・生徒が

男 女 の 固

定 的 な イ

メ ー ジ を

持 つ こ と

の な い よ

う な 指 導

や 学 校 運

営 男女混合名簿の導入促進を図った。 

 

１ 高校の共学校においては 36.4％の実施率 

２ 校長会，教頭会，教務主任研修会等での意識

啓発 

 

高 校 教

育課 

― ― 

40．学校

行 事 等 を

活 用 し た

保 護 者 に

対 す る 意

識啓発 

 

子育て学習推進事業を実施した。 

 

① 県事業（再掲） 

 家庭教育力活性化支援協議会 

・ 12 人の委員で，家庭教育支援事業全体の実施

計画，運営に関すること，関係機関・団体との

連携協力に関すること，市町村事業の支援に関

することについて協議 

・ 移動協議会として県内 5 か所でフォーラムを開

催 

② 市町村事業（再掲） 

・就学時検診等を活用した子育て講座  579 講座 

・思春期の子どもを待つ親のための子育て講座 331

講座 

・妊婦期子育て講座 73 講座 

 

生 涯 学

習課 

 

① 663 

 

 

 

 

 

②9,900 

 

― 

 

 

 

 

 

― 

 

男女共同参画啓発副読本を作成した。（再掲） 

 

１ 配布対象  県内（仙台市を除く）の小学校 4

年生全員 

  （4 年生から 6 年生までの 3 年間使用する） 

                14,000 部作成 

２ 掲載内容  「男は仕事，女は家庭」といった性

別による固定的な役割分担意識の解消に主眼を

置いて，子どもたちが身近なテーマで考えられ

るものとした。（平成 13 年度～） 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

2,013 ― 

 

人権教育指導資料「共生の心」を育てる実践事例集

を作成，県内小中学校及び関係教育機関に配布し，

各学校における人権教育の充実・推進を図った。 

・ 人権指導資料作成委員会 5 回 

・ 実践事例  小学校 6 例，中学校 6 例 

・ 平成 16 年 2 月発行  

 

義 務 教

育課 

1,200 

 

― 

41．男女

共 同 参 画

の 視 点 に

立 っ た 教

材の充実 

教科指導での適切な教材の活用を行った。 

 

高等学校学習「公民」（平成 13 年度刊行）の公民

科での活用 

 

高 校 教

育課 

― ― 
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（３）健康教育の推進 
    

男女共同参画の指標            計画策定時    実 績     目標・予測指標     

◆スクールカウンセラーを配置している中学校の数   107校     159校      221校  

 

  性に対する正しい知識を児童・生徒の発達に応じて身につけさせ，人間の尊厳に関する教育

を行うとともに，生命の尊厳や性に関する学習機会を充実させた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

42．性に関する教育の充実 教育庁 

43．児童・生徒の男女の人権に配慮した相談体制の整備 教育庁 

  

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

42．性に

関 す る 教

育の充実 

宮城県性教育指導者研修会を実施した。 

 

１ 開催年月日 平成 16 年 1 月 21 日 

2 場所    県庁講堂 

3 参加者   教職員，学校医，産婦人科医，

保健師，助産師，青少年健全育

成関係者等 168 人  

４ 内容    基調講演及びシンポジウム 

 

ス ポ ー

ツ 健 康

課 

50 50 

市町村立中学校における生徒の教育相談を実施し

た。 

 

 市町村立中学校 68 校にスクールカウンセラー

45 名を配置し，カウンセリング等を行った。中学

校区内の小学校からの相談にも応じた。 

 相談件数：16,777 件，相談人数 21,169 人 

 小学校からの相談人数：659 人  

 

義 務 教

育課 

90,188 121,000 4 3 ． 児

童・生徒の

男 女 の 人

権 に 配 慮

し た 相 談

体 制 の 整

備 県立高等学校における生徒の教育相談を実施した。 

 

 県立高等学校 85 校にスクールカウンセラー49

名を配置し，カウンセリング等を行った。 

 相談件数：8,523 件，相談人数 9,927 人 

 

高 校 教

育課 

56,939 64,725 
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４ 職場における男女共同参画の実現  

               －女性の活躍はトップの誇り・企業の誇り－  

                  

（１）職場での均等な機会と待遇の確保 

  男女雇用機会均等法の遵守や事実上生じている男女間の格差を解消する積極的改善措置（ポ

ジティブ・アクション）について啓発活動を推進した。また，女性が働きやすい環境の整備を

促進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

44．男女雇用機会均等法・労働基準法など関係法令の周知徹底  産業経済部 

45．企業における積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の啓発 環境生活部，産業経

済部 

46．セクシュアル・ハラスメント防止対策の促進 環境生活部，産業経

済部 

47．労働相談・情報提供体制の充実  産業経済部 

48．男女共同参画に取り組む企業の表彰などによる支援 環境生活部，産業経

済部 

49．実態把握のための調査の定期的実施 環境生活部，産業経

済部 

      

施策の項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予算

額（千円） 

44．男女

雇用機会

均等法・

労働基準

法など関

係法令の

周知徹底 

「働く女性のハンドブック」の作成・配布を行っ

た。 

 

 １ 配布対象  女性労働者，事業主及び労務

担当者等 

 ２ 作成部数  3,000 部 

 ３ 内  容  男女雇用機会均等法，労働基

準法，育児・介護休業法など，

法の趣旨と内容をわかりやす

く解説 

 

労政・

雇用対

策課 

724 700 

男女共生いきいきワーキング推進事業を実施し

た。（再掲） 

 

県内 100 事業所を抽出し，事業所等における男女

共同参画の取組状況を訪問調査し，その結果を報

告書にとりまとめ公表した。また，先進的な取組

を行っている事業所について，「職場におけるポ

ジティブ・アクション推進フォーラム」において，

優良事業所として表彰した。（平成１３年度～） 

 

2,500 

 

11,000 

の一部 

45．企業

における

積極的改

善 措 置

（ポジテ

ィブ・ア

ク シ ョ

ン）の啓

発 

職場におけるポジティブ・アクション推進フォー

ラムを開催した。 

 日時：平成 16 年３月 23 日 

 場所：勾当台会館 

 内容：基調講演，パネルディスカッション 

 

男女共

同参画

推進課 

― ― 
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 広報誌等による広報，周知を行った。 

１ 課のホームページに掲載し，情報を提供。 

２ 「働く女性のハンドブック」の作成，配布 

（再掲） 

３ 宮城労働局と(財)２１世紀職業財団宮城事務

所が主催する「均等推進セミナー」を後援し，

広報に努めた。 

   日 時 平成 15 年６月 23 日 

   場 所 五橋会館 

   内 容 最近の雇用均等行政の説明及び講

演「個性は性を超えて」 

   対象者 事業主及び人事担当者等  200 名 

 

労政・

雇用対

策課 

― 

 

― 

 

男女共生いきいきワーキング推進事業を実施し

た。（再掲） 

 

事業所等における男女共同参画の取組状況を訪

問調査し，その結果を報告書にとりまとめ公表し

た。また，先進的な取組を行っている事業所につ

いて，優良事業所として表彰した。（平成１３年度

～） 

2,500 

 

11,000 

の一部 

みやぎ男女共同参画相談室で，セクシュアル・ハ

ラスメントに関する相談を受け付けた。 

男女共

同参画

推進課 

5,500 5,500 

46．セク

シ ュ ア

ル・ハラ

スメント

防止対策

の促進 

広報誌等による広報，啓発を行った。（一部再掲） 

 

１ 課のホームページに掲載し，情報を提供した。 

２ 「働く女性のハンドブック」の作成，配布（再

掲） 

３ 「中小企業施策活用ガイドブック」に掲載し

周知徹底 

   職場におけるセクシュアル・ハラスメント

の防止について，事業主の雇用管理上配慮す

べき事項を周知徹底した。（産業経済部発行） 

作成部数 １５，０００部  

配布先 県内中小企業，商工団体等 

 

労政・

雇用対

策課 

― ― 

47．労働

相談・情

報提供体

制の充実

  

勤労者の福祉向上を図るため労働相談を実施し

た。 

複雑な案件については弁護士による特別労働相談

を実施した。相談件数の約半数が女性からの相談

となっており，セクハラ等の相談に対しても指

導・助言を行った。 

相談件数 448 件 

弁護士相談 46 件 

 

○ 主な相談内容 

賃金・退職金未払い ２６％ 

解雇        １８％ 

労働時間       ９％ 

セクハラ・育児休業等 ３％ 

 

労政・

雇用対

策課 

1,709 1,430 



 87

48．男女

共同参画

に取り組

む企業の

表彰など

による支

援 

男女共生いきいきワーキング推進事業を実施し

た。（再掲） 

 

県内 100 事業所を抽出し，事業所等における男

女共同参画の取組状況を訪問調査し，その結果を

報告書にとりまとめ公表した。また，先進的な取

組を行っている事業所について，優良事業所とし

て表彰した。（平成１３年度～） 

 

＜表彰事業所＞ 

① ポジティブ・アクション部門  

   ㈱一の蔵（松山町） 

   ㈱菓匠三全（大河原町） 

② 仕事と家庭の両立支援部門 

  ＮＥＣトーキン㈱（仙台市） 

③ セクシュアル・ハラスメント防止部門 

  ＮＥＣトーキン㈱（仙台市） 

   

男女共

同参画

推進課 

2,500 

 

11,000 

の一部 

男女共生いきいきワーキング推進事業を実施し

た。（再掲） 

 

 

男女共

同参画

推進課 

2,500 

 

2,500 

 

49．実態

把握のた

めの調査

の定期的

実 

労働実態調査を行った。 

 

県内における民間事業所の労働条件等の実態を

把握し，事業所の労務改善の基礎資料として提供

するほか，労働行政運営の基礎資料とする。 

 

県内４，０００事業所を抽出し，賃金，労働時間

等の状況を調査した。 

 平成 15 年度は，従来の調査内容に下記の項目

を加え，仕事と家庭両立支援の調査項目の充実を

図った。 

・ ポジティブ・アクションの取組状況 

・ 子どもを持つ労働者に対する支援制度の実施

状況 

労政・

雇用対

策課 

1,642 1,682 

 

 

（２）仕事と育児・介護の両立支援 

  

男女共同参画の指標         計画策定時     実 績      目標・予測指標     

◆ファミリー・サポート・センター設置数   3箇所        3箇所        8箇所  

◆育児休業取得率            男性 0.3％（全国数値）  男性1.9％      男性10％ 

女性64.0％       女性67.8％      女性80％  

◆放課後児童クラブの整備率         39.4％        44.0％       50％ 

 

  仕事と育児・介護の両立に関して，企業の意識啓発を推進した。また，育児・介護休業の取

得や職場復帰がしやすいなど、就業者が働きやすい環境の整備を促進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

50．多様な保育サービスの充実  保健福祉部，産業経

済部 

51．男女の育児・介護休業制度の普及促進 産業経済部 
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52．制度を利用しやすい職場の環境づくりの促進 産業経済部 

53．勤務時間の短縮など休業以外の支援制度の普及促進 産業経済部 

54．放課後児童対策の促進 保健福祉部 

    

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

保育所整備事業（5 保育所）    38,584 千円 

乳児保育（17 保育所）      22,131 千円 

延長保育（87 保育所）     317,818 千円 

保育所地域活動（175 事業）    5,687 千円 

へき地保育（22 保育所）     88,359 千円 

障害児保育（7 保育所）       1,610 千円 

地域子育て支援センター（39 保育所） 

162,545 千円 

一時保育（16 保育所）      19,966 千円 
                  （再掲） 

 

子 ど も

家庭課 

720,705 903,266 

※16年度から

子育て支援室 

50．多様

な 保 育 サ

ー ビ ス の

充実  

仕事と家庭両立支援事業を実施した。 

 

１ ファミリー・サポート・センターの設置促進 

  県内での設置を促進するため，設置希望市に対

し指導，助言を行った。  

・人口５万人以上の市に対する設置意向調査の実施 

・設置希望市への訪問による事業の普及，啓発 

・アドバイザー及びサブ・リーダー研修会の実施  

・リーフレットの作成・配布 

・「県政だより」等に掲載し，事業内容を周知 

２ 運営費補助金の交付 

３ 新規設置市及び設置予定市に対する個別指導 

  ※平成 15 年度までに 3 箇所設置 

 

労政・雇

用 対 策

課 

4,102 4,293 

51．男女

の育児・介

護 休 業 制

度 の 普 及

促進 

１ 宮城労働局と（財）21 世紀職業が主催する「均

等推進セミナー」を後援し，広報に努めた。（再掲） 

 

２ 「働く女性のハンドブック」の作成，配布（再

掲）    

育児・介護休業法や支援制度をわかりやすく解

説。 

○啓発ポスターの掲示 

  男性の育児休業を勧めるポスターの配布・掲示 

 

労政・雇

用 対 策

課 

― ― 

52．制度

を 利 用 し

や す い 職

場 の 環 境

づ く り の

促進 

広報誌等による広報，周知を行った。 

 

１ 「働く女性のハンドブック」の作成，配布（再

掲） 

  労働者の仕事と家庭との両立を支援するため，

（財）２１世紀職業財団が実施している奨励金・助

成金制度について周知した。 

２ 厚生労働省が定めている「仕事と家庭を考える

月間」について，県中小企業支援センターが発行す

る情報誌「みやぎ企業情報」に掲載依頼し周知した。 

また，関連行事の「雇用管理セミナー」の開催に

ついて周知し，参加を呼びかけた。 

   発行部数  ３，０００部 

   配 布 先  県内中小企業者等 

 

労政・雇

用 対 策

課 

― ― 
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53．勤務

時 間 の 短

縮 な ど 休

業 以 外 の

支 援 制 度

の 普 及 促

進 

「働く女性のハンドブック」作成，配布を行った。

（再掲） 

 

労政・雇

用 対 策

課 

― ― 

54．放課

後 児 童 対

策の促進 

市町村が実施する放課後児童健全育成事業に対し

て，補助した。 

 

１ 放課後児童健全育成事業費補助（国庫補助） 

 補助市町村数  9 市 26 町 

   補助クラブ数  101 クラブ 

   補助金額    106,894 千円 

（県１／３，国１／３） 

 

２ のびのび放課後児童健全育成事業費補助 

（県単独補助） 

  補助市町村数   4 町 

  補助クラブ数   5 クラブ 

  補助金額     1,000 千円 

  

子 ど も

家庭課 

122,193 121,391 

 

 

（３）職業能力開発の支援 

   女性が主体的に職業選択を行い，意欲と能力に応じた処遇で働くことができるよう支援に

努めた。また，再就職のための支援に努めた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

55．職業能力の開発機会の提供 産業経済部 

5６．性別にとらわれない職業の選択と働き方を可能にするための意識啓

発・環境整備 

産業経済部 

57．再就職を希望する女性の職業能力の向上と再就職のための相談・情

報提供 

産業経済部 

58．短時間労働・フレックスタイム制度・在宅就労など多様な就業形態

の女性労働者に対する支援 

産業経済部 

59．労働時間の短縮の促進 産業経済部 

         

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

55．職業

能 力 の 開

発 機 会 の

提供 

女性就業講習会を実施した。 

 

講習名：介護サービス科 

実施機関：仙台高等技術専門校 

実施回数：1 回 

実施期間等：40 日間 162 時間 

定員：20 人 

修了者：18 人 

 

産 業 人

材 育 成

課 

1,400 1,400 
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5６．性別

に と ら わ

れ な い 職

業 の 選 択

と 働 き 方

を 可 能 に

す る た め

の 意 識 啓

発・環境整

備 

１ 「男女雇用均等月間」について，県中小企業支

援センターが発行する情報誌「みやぎ企業情報」

に掲載を依頼し，意識啓発に努めた。（再掲） 

 

２ 宮城労働局と（財）21 世紀職業財団が主催す

る「均等推進セミナー」を後援し，広報に努めた。 

 

労政・雇

用 対 策

課 

― ― 

「女性就業相談事業」を実施した。 

 

家内労働相談件数  求人関係  148 件 

          求職関係 4,205 件 

          その他   221 件 

 うち登録件数   求人関係  83 件 

（求人数 651 人） 

          求職関係 1,568 件 

 

家内労働紹介件数  求人関係  851 件 

 うち採用件数         403 件 

 

産 業 人

材 育 成

課 

2,324 2,284 57．再就

職 を 希 望

す る 女 性

の 職 業 能

力 の 向 上

と 再 就 職

の た め の

相談・情報

提供 
「働く女性のハンドブック」の作成，配布を行った。

（再掲） 

 

（財）２１世紀職業財団が実施する「再就職希望登

録者支援事業」について周知した。 

労政・雇

用 対 策

課 

― ― 

58．短時

間労働・フ

レ ッ ク ス

タ イ ム 制

度・在宅就

労 な ど 多

様 な 就 業

形 態 の 女

性 労 働 者

に 対 す る

支援 

広報誌等による短時間労働に関する法令等の普及,啓

発を行った。 

 

１「働く女性のハンドブック」の作成・配布（再掲） 

 

２ 課のホームページに掲載し，情報を提供。 

 

３ 「パートタイム労働旬間」について，県中小企

業支援センターが発行する情報誌「みやぎ企業情

報」に掲載し，県内中小企業者等に周知した。 

  また，宮城労働局が関連行事として開催する「雇

用管理セミナー」を広報し，参加を呼びかけた。 

労政・雇

用 対 策

課 

― ― 

59．労働

時 間 の 短

縮の促進 

広報等で労働時間短縮の啓発を行った。 労政・雇

用 対 策

課 

― ― 
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５ 農林水産業・商工自営業における男女共同参画の実現 

 －ともに働き 輝きある暮らし－ 

 

【施策の方向】 

（１）経営への女性の参画促進 

 

男女共同参画の指標        策定時       実 績      目標・予測指標     

◆農協正組合員に占める女性の割合    19.3％        21.9％       25％  

◆農協役員に占める女性の数         3人        2人     農協単位に理事2人以上 

◆漁協正組合員に占める女性の割合     3％         3.4％         5％ 

◆漁協役員に占める女性の数        3人         1人          5人以上 

◆家族経営協定を締結した農家数     ３０１戸       ３５３戸       710戸  

◆商工会役員に占める女性の数        88人        86人     商工会単位に役員2人以上 

 

  方針決定過程への参画を促進するための啓発活動や研修等を実施するとともに，男女が対等

な立場で快適に働くための環境整備を推進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

60．女性の経営参画を促進するための研修会等の支援 産業経済部 

61．女性組織のネットワークづくりの推進とリーダー育成 産業経済部 

62．農業における家庭内のルールづくりを推進するため，家族経営協定

の普及の促進 

産業経済部 

63．商工自営業における家族労働条件を明確にする啓発 産業経済部 

 

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

60．女性

の 経 営 参

画 を 促 進

す る た め

の 研 修 会

等の支援 

若手商業リーダー育成総合支援事業を実施した。 

 

若手マネージャー等実践研修 

 株式会社イトーヨーカ堂の協力のもと，同社研

修センターでの講義や店舗 

  体験実習などを通じて経営管理手法等を習得

し，その手法等を自店の経営に活かす。 

   参加者   ９名（うち女性１名） 

参加者比率１１％ 

（参考） 

  平成１３年度 １０名（うち女性０名） 

参加者比率 ０％ 

平成 14 年度 １０名（うち女性 3 名） 

参加者比率 30％ 

 

経 営 金

融課 

 

1,141 

 

1,161 
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アグリビジネス経営体指導事業を実施した。 

 

１ 産直企業化研修会（４回・受講者 350 人） 

  8 月 27 日（小牛田町・98 人） 

  9 月 9 日（志波姫町・115 人） 

 11 月 18 日（古川市・77 人） 

 12 月１日（大河原町・60 人） 

  ※男女別の正確な人数は不明であるが，女性参

加者が 7 割程度を占めている。 

 

２ アグリビジネス経営体支援活動（個別経営診

断・指導） 

  農家レストラン １施設（女性 3 人のグループ） 

  農産物直売所 5 施設（うち女性代表者１施設） 

  ※会員は女性が過半を占めている。 

  

 800 800 

１ みやぎ中小企業女性プラザが主催するセミナー

を支援した。 

  参加人数 50 人 

 

２ 商店街振興組合連合会が主催する女性部活性化

推進事業に対して支援した。 

 

事業内容 

・基調講演と質疑応答 

・商店街女性部対象  参加人員 24 人 

 

団 体 指

導 検 査

課 

265 260 

農業・農村パートナーシップ推進事業を実施した。 

 

１ 活動促進 

・ 農村女性リーダー，関係機関担当者等に対する

啓発研修 2 回 延べ 122 人 

 

２ 男女共同参画学習推進 

・ 男女共同参画学習会の開催（9 地域農業改良普

及センター延べ 34 回 899 人） 

・  先進地研修の実施（9 地域農業改良普及センタ

ー 延べ 9 回 35 人） 

産 業 人

材 育 成

課 

2,158 4,333 

 

（財）みやぎ産業振興機構として実施する起業家育

成講座等        卒業者 26 名中女性 6 名 

 

新 産 業

振興課 

― ― 

61．女性

組 織 の ネ

ッ ト ワ ー

ク づ く り

の 推 進 と

リ ー ダ ー

育成 

県農村生活研究グループ連絡協議会に助成し，活動

支援をした。 

 

県農村生活研究グループの主な活動内容 

・ 研修大会        １回６月 81 人 

・ グループリーダー研修会 １回 9 月 15 人 

・ ネットワークの推進（交流会の開催 ９地区連

活動 ９回） 

・ パートナーシップ経営推進（学習会の開催 ９

地区連活動延べ９回） 

 

産 業 人

材 育 成

課 

414 400 
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62．農業

に お け る

家 庭 内 の

ル ー ル づ

く り を 推

進 す る た

め，家族経

営 協 定 の

普 及 の 促

進 

農業経営・労働環境整備事業を実施した。 

 

１ 家族のルールづくり啓発（啓発資料の発行） 

 

２ 農業経営環境整備地区活動（３地域農業改良普

及センター） 

・実態調査 延べ３回。 

夫婦セミナーの開催 延べ６回１５７人 

※ 家族経営協定数 平成 15 年度締結数 

343 戸 

  

 

 

産 業 人

材 育 成

課 

917 ― 

63．商工

自 営 業 に

お け る 家

族 労 働 条

件 を 明 確

に す る 啓

発 

補助金事務等の実施過程において，企業を存続させ

るために必要なアドバイスは行っている。 
新 産 業

振興課 

― ― 

 

     

（２） 起業支援 

 

男女共同参画の指標       策定時       実 績      目標・予測指標     

◆農山漁村の女性の起業活動件数     297件        353件       315件  

 

 資金調達の支援と情報を提供するとともに，相談や経営指導の充実を図り，女性経営者のネッ

トワーク化を推進した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

64．起業を目指す女性に対する情報提供・相談・経営指導・融資等の支

援 

産業経済部 

65．女性起業家・経営者等の交流・連携の促進 産業経済部 

66．団体等実施する起業家等に対する研修等に女性の参画の働き 

かけ 

産業経済部 

67．起業事例の収集・情報提供 産業経済部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 94

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

中小企業経営基盤強化支援事業を実施した。（個別

企業の経営分析・経営診断） 

 

中小企業者に対し，個別に金融，経営，技術等の情

報提供，経営アドバイスを行った。 

 

平成 15 年度の実績 68 企業（うち女性 4 企業） 

比率 5.9％ 

 

平成 14 年度 69 企業（うち女性５企業） 

比率 7.2％ 

平成１３年度  ６２企業（うち女性５企業） 

比率 8.1％ 

 

経 営 金

融課 

1,645 1,407 

先進的女性農業経営者育成事業を実施した。 

 

１ 女性農業経営者の実態調査 

  平成１５年度農業女性起業活動  ３５３件 

２ 女性農業経営者セミナー等の開催 

3 地域農業改良普及センター 延べ 12 回 

４９６人 

 

1,164 

の一部 

― 

みやぎ元気起業家発掘事業，アクティブシニア・ビ

ジネス支援事業を実施した。 

 

概要：自らの持つ知識や経験・技術を活かして，新

たに起業を希望する方から事業計画を公募し，

優秀な計画を事業認定し，開業に向けた支援を

行う。 

 

応募件数 みやぎ元気起業家発掘事業 24 件  

（うち事業認定２件） 

     アクティブシニア・ビジネスコンテスト 

12 件 

（うち事業認定３件，うち女性 1 件） 

・みやぎ元気起業家発掘事業 

賞金１００万円（１件）及び 50 万円（1 件）

の授与，無担保融資資格の付与 

・アクティブシニア・ビジネスコンテスト 

賞金５０万円（3 件）の授与 

・その他  ＮＰＯを講師として，事業計画の立て

方等に関する講習会，起業に関する相

談会を実施した。 

 

産 業 人

材 育 成

課 

元気起業家 

2,446 

アクティブシニア

4,000 

 

2,152 

 

3,500 

64．起業

を 目 指 す

女 性 に 対

す る 情 報

提 供 ・ 相

談・経営指

導・融資等

の支援 

女性を含めた起業家支援を行っている。 

 

※離職者等雇用機会創出促進事業（予算：労政雇用

対策課）においては，公募，事業認定及び補助金

支出事務を当課が行っていつが，事業認定した 7

件のうち代表者が女性の企業は 1 件 

 

新 産 業

振興課 

― ― 



 95

女性経営者等で構成させる商工会・商工会議所女性

部の活動を支援した。 

 

１ 宮城県商工会連合会が実施する若手後継者等育

成事業（女性部）に対して支援した。 

・ 商工会女性部研修会 延べ 3 回 505 人 

・ ブロック別指導者研修会 延べ７回 492 人（県

下 7 ブロック） 

・ 広域エリア別指導者研修会等 述べ 27 回 943

人（県下 27 エリア） 

・ 全国女性部指導者研修会等 延べ３回 56 人 

 

２ 仙台商工会議所が実施する若手後継者等育成事

業（女性部）に対して支援した。 

 ・講演会等 延べ 4 回 352 人 

 

団 体 指

導 検 査

課 

9,840 9,840 

異業種交流会を開催した。 

 

１次・２次・３次産業の女性経営者による異業種交

流会 

・ 時期 平成 16 年２月 16 日   

・ 場所 仙台市内 

・ 内容 講演，意見交換，展示 

・ 参集者 農業者，旅館経営，飲食店経営者等  

64 人 

 

商談体験会 

・ 時期  平成 16 年 2 月 25 日 

・ 場所  仙台市 

・ 参集者 農業者，流通業者，旅館経営，飲食店 

経営者等         109 人 

 

産 業 人

材 育 成

課 

1,164 

の一部 

 4,333 

の一部 

65．女性

起業家・経

営 者 等 の

交流・連携

の促進 

女性を含めた起業家・経営者支援を行っている。 新 産 業

振興課 

― ― 

農村女性等に団体等が実施する起業家等に対する研

修等の情報を提供し，受講を働きかける。 

 

(社)農山漁村女性・生活活動支援協会，ＪＡみやぎ，

東北農政局等が主催する起業家に関する情報を提供

し，研修受講を推進した。 

産 業 人

材 育 成

課 

― ― 66．団体

等 が 実 施

す る 起 業

家 等 に 対

す る 研 修

等 へ の 女

性 参 画 の

働きかけ 

（財）みやぎ産業振興機構として実施する起業家育

成講座等への参加を促す。 

 

一人の起業家として男女分け隔てのなく紹介した。 

 

新 産 業

振興課 

― ― 

67．起業

事 例 の 収

集・情報提

供 

起業事例の収集を行い，起業を志す農業者に対して

情報提供を行い，起業化を促進した。 

 

・先進地事例の収集及び提供  

産 業 人

材 育 成

課 

― ― 
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６ 地域における男女共同参画の実現  －新しい生活文化の創造－ 

 

【施策の方向】 

（１）地域活動への男性の参画と女性の人材育成  

 

男女共同参画の指標               策定時    実 績   目標・予測指標     

◆男女共同参画等の名称を冠した窓口を設置した市町村割合  15.5％   15.9％     50％  

◆男女共同参画基本計画を策定した市町村の割合        9.9％    21.7％      50％ 

◆女性人材開発セミナー受講者数              １４２人   157人      300人 

 

地域社会への参画の少なかった男性の積極的な参画を促進した。また，地域の女性リーダー

を育成するとともに，幅広い分野からの人材情報を収集・整備した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

68．地域での慣行の見直しを進めるための意識啓発の推進 環境生活部，教育庁 

69．男性のライフスタイルの見直し，地域活動参画への意識啓発の推進 環境生活部，保健福

祉部，教育庁 

70．ボランティア活動等の参加促進のための環境の整備 保健福祉部 

71．女性人材の発掘・育成 環境生活部，教育庁 

72．女性人材リストの整備・積極的活用 環境生活部 

  

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

啓発ポスター・チラシの掲示・配布を行った。 

 

「男女共同参画週間」ポスター・チラシを市町村に

配布し，掲示について依頼した。 

 

― ― 

男女共同参画の日普及推進事業を実施した。（再掲） 

 

8 月 1 日のみやぎ男女共同参画の日（みやぎパート

ナーズデー）を記念した啓発イベントを開催した。 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

5,640 4,500 

 

68．地域

で の 慣 行

の 見 直 し

を 進 め る

た め の 意

識 啓 発 の

推進 

みやぎ県民大学「生涯学習グループ自主企画講座」

を実施した。（再掲） 

 

県民の多様な学習要求に応えるため，生涯学習グル

ープ・団体の持つ教育機能及び企画運営能力を活用

して，広域的，専門的，専門的な学習機会を提供し

た。 

  

生 涯 学

習課 

   1,434 

の一部 

 

１,361 

の一部 

 

 

啓発ポスターの掲示・配布を行った。 

 

・「みやぎパートナーズデー」（8 月 1 日）のポスタ

ーの配布・掲示  

男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 69．男性

の ラ イ フ

ス タ イ ル

の見直し，

地 域 活 動

参 画 へ の

県社会福祉協議会及び市町村社会福祉協議会内のボ

ランティアセンターを整備し，地域活動への住民参

加を支援した。 

社 会 福

祉課 

25,964 

の一部 

21,922 

の一部 
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参 画 へ の

意 識 啓 発

の推進 

みやぎ県民大学「生涯学習グループ自主企画講座」

を実施した。（再掲） 

 

伊達なクニづくり女性委員会 

１．講座名：「みやぎ県民大学 in こごた」 

 時期：7 月 2 日，7 月 30 日，8 月 6 日，8 月

30 日（4 日間，各 4 時間） 

 場所：小牛田町公民館，小牛田町内 

 対象：一般成人 

 内容：男女共同参画社会をめざして，地域づくり

と国際交流を考える。郷土の歴史や文化に

ふれ，地域の連帯を深める。 

 受講者：161 名 

 

２．講座名：「みやぎ県民大学 in 雄勝」 

 時期：７月 9 日，８月 28 日，9 月 17 日，10

月 15 日（4 日間，各 4 時間） 

 場所：雄勝町公民館，雄勝町内 

 対象：一般成人 

 内容：①地域における男女共同参画のあり方を学

び，生き生きした人づくりをめざす 

②郷土の歴史や文化を知り，住みやすい地

域づくりを考える。 

 受講者：134 名 

 

生 涯 学

習課 

   1,323の 

の一部 

 

1,456 

の一部 

 

 

70．ボラ

ン テ ィ ア

活 動 等 の

参 加 促 進

の た め の

環 境 の 整

備 

性別や年齢に関係なく誰もがボランティア活動や地

域活動に参加できるよう宮城県社会福祉協議会のボ

ランティアセンターが実施するボランティア研修会

等を支援した。 

また，市町村社会福祉協議会内のボランティアセン

ターが行う地域のボランティア活動を支援した。

（再掲） 

社 会 福

祉課 

25,964 

の一部 

21,922 

の一部 

71．女性

人 材 の 発

掘・育成 

みやぎ女性人材開発セミナー事業を実施した。 

 

１ 開設期間  ７月～１２月 

２ 開設場所  仙台市内 

３ 対象者   県民女性（20 歳以上） 

16 名（公募） 

４ 内 容（1）男女共同参画，県行政，課題研究

等 

     （2）講座回数  10 日間 

     （3）終了証書の授与 

     （4）女性人材リストへの登載 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

1,013 930 
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 女性指導者養成研修事業を実施した。 

 

応募者は自主企画研修計画書を提出し，応募のあっ

た 17 名から，外部委員により選考委員会で 11 人

が研修生として選考された。研修生は，自主企画研

修に向けて 3 回の事前研修と，公開フォーラムを含

む事後研修 2 回を行った。 

１ 説明会 平成 15 年４月 25 日（参加者 45 人） 

2 事前研修 （1）第 1 回研修会 H15.6.28 

     （2）第２回研修会 H15.7.5 

（3）第 3 回研修会 H15.7.12 

（自主企画研修 期間 7.19～12.9） 

3 事後研修 （1）第 4 回研修会 H16.1.17 

       （2）第 5 回研修会 H16.1.24 

（公開フォーラム 一般参加者 19 人） 

  

生 涯 学

習課 

1,661 995 

72．女性

人 材 リ ス

ト の 整

備・積極的

活用 

女性人材リストを整備し，活用した。 

 

リストの充実を図るため，県庁各部署・市町村，学

術研究機関，各種団体等から推薦いただいた方々を

対象に，一斉更新作業を行った。 

 ※名簿登載：527 人 

男 女 共

同 参 画

推進課 

 － ― 

 

 

（２）ＮＰＯとの連携・協働             

 ＮＰＯ等各種団体及び団体間の活動を支援するとともに，連携・協働を進めた。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

73．ＮＰＯ等各種団体との連携・協働 環境生活部，教育庁 

74．女性団体等のネットワークづくりへの支援 環境生活部 

   

施策の

項目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

男女共生いきいきワーキング推進事業を NPO（男女共

生社会をすすめる会）に委託して実施した。（再掲） 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

2,500 

 

11,000 

の一部 

 

みやぎ NPO プラザの機能の一つである「みやぎ NPO

情報ネット」において，男女共同参画関連の NPO も含

めた団体の各種情報の提供を行った。 

NPO活

動 促 進

室 

3,000 2,851 

73．Ｎ

ＰＯ等

各種団

体との

連携・

協働 

みやぎ県民大学「生涯学習グループ自主企画講座」を

NPO（伊達なクニづくり女性委員会）に委託して実施

した。（再掲） 

生 涯 学

習課 

  1,323 

の一部 

  

1,456 

の一部 
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74．女

性団体

等のネ

ットワ

ークづ

くりへ

の支援 

宮城県各種女性団体連絡協議会の運営事業に対し助成

し，女性団体の育成及び団体間の連携強化を図った。 

 

・ 18 団体 会員数 約 90,000 人 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

450 430 

 

 

（３）国際的な視野での推進        

  国際的な取組などについての情報を収集し，提供した。 

施  策  の  項  目 担 当 部 

75．男女共同参画に関する国際社会の情報収集及び県民への提供 環境生活部 

76．ＮＰＯ等各種団体による国際交流活動への支援と協働 環境生活部 

   

施 策 の 項

目  

事業や取組の概要・目的 担当課 平成15年度予

算額（千円） 

平成16年度予

算額（千円） 

75．男女

共 同 参 画

に 関 す る

国 際 社 会

の 情 報 収

集 及 び 県

民 へ の 提

供 

内閣府調査による男女共同参画に関する国際社会の

情報をホームページで提供した。 
男 女 共

同 参 画

推進課 

― ― 

76．ＮＰ

Ｏ 等 各 種

団 体 に よ

る 国 際 交

流 活 動 へ

の 支 援 と

協働 

国際交流を事業に含む宮城県各種女性団体連絡協議

会の運営事業に対し助成し，女性団体の育成及び団

体間の連携強化を図った。（再掲） 

 

男 女 共

同 参 画

推進課 

450 

 

430 
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           推 進 体 制  
  

項 目  取 組 の 概 要 

１．庁内

推進体制

の整備 

 

・ 男女共同参画施策推進本部会議の開催（1 回） 

・ 男女共同参画施策推進本部幹事会・主管課長会議の開催（2 回） 

・ 男女共同参画を推進するための部局別懇談会の開催（平成 15 年 7 月～8 月） 

・ 男女共同参画についての行政職員研修の実施 

総務部研修会       平成 15 年 10 月 10 日  28 人  

技能職員研修       平成 15 年 ６月 10 日  44 人 

   職員向けホームページの運営（庁内イントラネット） 

・男女共同参画の現状及び施策に関する年次報告の作成（平成 15 年 9 月）  
 

2．市町村

と の 連

携・協働 

 

・市町村進捗状況調査及び情報提供 

・市町村男女共同参画行政主管課長会議の開催（平成 15 年 6 月 13 日） 

・男女共同参画に関する市町村トップセミナーの開催（平成 16 年１月 30 日） 

３．NPO

等 各 種 団

体 と の 連

携・協働 

・宮城県各種女性団体連絡協議会へ支援 

・みやぎNPOプラザの機能の一つである「みやぎNPO情報ネット」において，各種情報

の提供 

４．県民・

事 業 者 と

の連携 

・宮城県男女共同参画審議会の開催（平成15年9月10日，平成16年3月19日） 

・職場におけるポジティブ・アクション推進フォーラムの開催（平成16年3月23日）  

５．男女共

同 参 画 に

関 す る 相

談・苦情の

適 切 な 処

理  

・ 男女共同参画に関する相談一般（みやぎ男女共同参画相談室） 

セクシュアル・ハラスメント，離婚，職場環境，配偶者・パートナーからの暴力を

含む様々な悩みを対象とし，男性からの相談も受け付けた。 

・ 男女共同参画に関する苦情受付 

行政・制度等に対する苦情を受付け，県政オンブズマン室や宮城女性総合支援セン

ター，警察本部，法務局・雇用均等室等既存の相談機関との有機的連携を図りながら，

緊密な情報交換と事案の処理・解決に努めた。 

・法律相談  弁護士による法律相談 

      月 2 回（第 2・4 木曜日） 

※ 相談件数 

 平成 14 年度    平成 15 年度 

一般相談     1,369 件      1,338 件 

法律相談     130件        128件 

 









 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

第４部  市町村における男女共同参画の状況 
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市町村における男女共同参画の状況    

     平成 16 年 4 月 1 日，平成 15 年度実績 

 項     目 状    況  割  合（％） 

１ 窓口（男女共同参画担当課または係） 
7 市４町 

（６市５町） 

１５．９ 

（15.9） 

２ 庁内連絡組織 
8 市 10 町 

（７市９町） 

２６．１ 

（23.2） 

３ 諮問機関等 
6 市 10 町 

（５市９町） 

２３．２ 

（20.3） 

４ 条例制定 
4 市２町 

（３市２町） 

8．7 

（7.2） 

５ 計画策定 
8 市７町 

（５市４町） 

２１．７ 

（13.0） 

６ 
講演会（イベント，研修会，相談事業

等） 

10 市 19 町 

（10 市 19 町） 

４２．０ 

（42.0） 

７ 審議会等委員への女性の登用目標値 
９市９町 

（５市 8町） 

２６．１ 

（18.8） 

総議員数 1,344 人 

女性議員   75 人 

＊総議員数 1,394 人 

女性議員   61 人 

５．６ 

（4.4） 
議会 

１０人（１市），５人（１町），４人（１市１町） 

８ 

*女性議員のいない市町村 
31 町村 

（35 町村） 

４４．９ 

（50.7） 

管理職   
７．２ 

（6.8） 

 
富谷町 41.7％，一迫町 25.0％，豊里町 24.2％， 

大郷町 23.1％，三本木町 21.1％，志津川町 20.0％ 
９ 

＊女性の管理職のいない市町村   
1 市 22 町村 

（２市 25 町村） 

３３．３ 

（39.1） 

女性委員（行政委員会，附属機関） 
１９．２ 

（18.1） 

10 ＊ 要綱設置及び広域の審議会を除く。 

白石市 33.2％，岩沼市 32.7％，本吉町 32.4％ 

（  ）は，前年度の状況 
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